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皆
さ
ま
こ
ん
に
ち
は
！ 

私
は
こ
の
度
、

深
澤
前
部
会
長
よ
り
、
甲
府
法
人
会
女
性
部

会
の
部
会
長
の
バ
ト
ン
を
引
き
継
い
だ
、
飯

島
で
ご
ざ
い
ま
す
。
企
業
も
そ
う
で
す
が
、

法
人
会
の
よ
う
な
組
織
も
、
次
に
つ
な
げ
る

事
が
大
切
で
す
。
全
国
的
に
も
ど
ん
ど
ん
世

代
交
代
し
て
い
る
よ
う
で
、
年
齢
的
な
こ
と

も
あ
り
私
に
白
羽
の
矢
が
立
っ
た
よ
う
で

す
。
本
当
に
力
不
足
で
す
が
、
よ
ろ
し
く
お

願
い
い
た
し
ま
す
。

　

そ
れ
で
は
簡
単
に
自
己
紹
介
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。
私
は
東
京
の
下
町
、
昔
の
国
技

館
が
あ
っ
た
蔵
前
と
い
う
と
こ
ろ
で
育
ち
ま

し
た
。
父
は
明
治
生
れ
の
江
戸
っ
子
、
母
は

大
正
生
れ
、
兄
弟
は
５
人
で
、
そ
の
中
で
唯

一
の
女
が
私
で
す
。
女
は
短
大
を
出
て
、
早

く
嫁
に
行
け
と
い
う
時
代
だ
っ
た
の
で
、
学

生
時
代
に
知
り
合
っ
た
主
人
（
鮮
魚
卸
「
湊

与
」
経
営
）
と
早
く
に
結
婚
し
ま
し
た
。
兄

弟
の
う
ち
、
二
人
が
家
業
を
継
ぎ
、
２
人
が

歯
科
医
に
な
り
ま
し
た
。

　

山
梨
は
と
て
も
良
い
と
こ
ろ
で
、
空
気
は

き
れ
い
、
水
は
お
い
し
い
、
富
士
山
が
毎
日

見
え
る
と
い
う
素
晴
ら
し
い
環
境
で
す
。
友

人
た
ち
に
も
恵
ま
れ
、
山
梨
に
来
て
本
当
に

よ
か
っ
た
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。
子
供
は
息

子
２
人
で
孫
も
４
人
お
り
ま
す
。
46
年
前

に
、
主
人
が
事
業
展
開
を
し
て
、
青
果
の
部

門
を
広
げ
ま
し
た
。
そ
の
部
門
を
私
が
引
き

受
け
、
現
在
「
㈱
入
兆
」、
仲
卸
「
と
ま
と

本
店
」、「
甲
州
夢
小
路　

入
兆
青
果
」
と
三

店
舗
経
営
し
て
い
ま
す
。

　

そ
れ
で
は
こ
こ
で
、
法
人
会
に
つ
い
て
お

話
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
私
が
法
人
会
女

性
部
会
に
入
会
し
た
の
は
、
飯
島
敏
子
前
々

部
会
長
が
会
長
を
務
め
て
い
た
平
成
９
年
で

す
。
素
晴
ら
し
い
先
輩
た
ち
が
そ
ろ
っ
て
い

ら
し
て
、
良
い
会
だ
な
と
思
っ
て
入
会
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

法
人
会
は
、
良
き
経
営
者
を
目
指
す
者
の

経
済
団
体
で
す
。
正
し
い
税
務
知
識
を
身
に

つ
け
た
い
、
も
っ
と
積
極
的
な
経
営
を
目
指

し
た
い
、
社
会
の
お
役
に
立
ち
た
い
、
そ
の

よ
う
な
経
営
者
を
支
援
す
る
会
で
す
。

　

女
性
部
会
の
メ
ン
バ
ー
は
女
性
を
中
心
と

し
た
経
営
者
や
会
社
の
お
手
伝
い
を
し
て
い

る
方
々
で
す
。
現
在
、
44
名
で
活
動
し
て
い

ま
す
。
県
内
に
は
、
甲
府
を
含
め
て
大
月
、

山
梨
、
鰍
沢
と
４
つ
の
女
性
部
会
が
あ
り
ま

す
。
平
成
30
年
に
は
、
法
人
会
女
性
部
会
の

全
国
大
会
「
全
国
女
性
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
が
山

梨
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
全
国
大
会
で
は
深

澤
前
部
会
長
の
元
、
女
性
の
パ
ワ
ー
全
開

で
、全
国
か
ら
１
，６
０
０
人
も
の
会
員
が
集

ま
り
、
大
成
功
を
納
め
ま
し
た
。

　

次
に
女
性
部
会
の
活
動
に
つ
い
て
、
ご
紹

介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
最
近
は
青
年
部

会
と
共
に
租
税
教
育
活
動
と
し
て
、
小
学
校

へ
出
向
き
、「
税
金
教
室
」
を
開
催
し
て
お

り
ま
す
。
雨
宮
副
部
会
長
が
中
心
と
な
り
、

そ
の
講
師
と
し
て
頑
張
っ
て
い
ま
す
。
現

在
、
女
性
部
会
員
で
講
師
は
５
名
に
な
り
ま

し
た
。
私
も
何
回
か
講
師
を
務
め
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
し
た
。
小
学
校
６
年
生
が
対
象
で

す
が
、
児
童
は
皆
き
ち
ん
と
話
を
聞
い
て
く

れ
ま
す
。

　

ま
だ
思
春
期
前
な
の
で
、
純
粋
に
私
の
目

を
し
っ
か
り
見
て
く
れ
て
、
教
え
る
方
も
と

て
も
良
い
経
験
に
な
り
ま
し
た
。

　

日
本
国
憲
法
に
国
民
の
三
大
義
務
と
し

て
、
教
育
、
勤
労
、
納
税
の
義
務
を
負
う
と

あ
り
ま
す
が
、
こ
の
３
つ
は
私
達
が
豊
か
で

幸
せ
な
生
活
を
送
っ
て
い
く
為
に
守
っ
て
い

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
で
す
。
勉
強
を

し
て
、
色
々
な
知
識
を
得
て
、
よ
く
働
き
、

税
金
を
納
め
て
社
会
を
良
く
し
て
行
く
。
こ

の
「
税
金
教
室
」
の
短
い
時
間
で
す
が
、
理

解
し
て
も
ら
え
れ
ば
と
願
っ
て
い
ま
す
。
鉄

は
熱
い
う
ち
に
打
て
と
言
い
ま
す
。
た
っ
た

45
分
の
授
業
で
す
が
、
ど
こ
か
で
そ
の
事

が
、
頭
の
片
隅
に
残
っ
て
い
れ
ば
、
立
派
な

大
人
に
な
っ
て
く
れ
る
の
で
は
と
思
っ
て
お

り
ま
す
。

　
「
税
金
教
室
」
の
シ
ナ
リ
オ
は
大
変
良
く

で
き
て
い
て
、
時
間
通
り
に
納
ま
る
よ
う
に

構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
今
ど
き
の
子
供
達
が

大
好
き
な
ア
ニ
メ
も
取
り
入
れ
て
い
ま
す
。

最
後
に
子
供
た
ち
が
１
億
円
の
レ
プ
リ
カ
を

皆
で
持
ち
ま
す
が
、
手
渡
さ
れ
た
と
き
の
う

れ
し
い
顔
は
忘
れ
ら
れ
ま
せ
ん
。

　

こ
の
授
業
が
役
に
立
ち
、
大
人
に
な
っ
て

脱
税
を
し
て
自
分
だ
け
が
得
を
す
る
と
い

う
、
利
己
的
な
大
人
に
な
ら
ず
、
人
の
為
に

役
立
つ
大
人
に
な
っ
て
も
ら
い
た
い
で
す
。

　

ま
た
、
そ
の
他
の
活
動
と
し
て
今
年
は
実

施
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
が
「
富
士
山
ク
リ
ー

ン
作
戦
」
へ
の
参
加
な
ど
も
大
き
な
活
動
の

１
つ
で
す
。

　

最
後
に
私
は
、
京
セ
ラ
の
稲
盛
和
夫
さ
ん

を
尊
敬
し
て
お
り
ま
す
。
勉
強
会
に
も
参
加

さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
利
己
で
な
く
利

他
の
気
持
ち
を
も
っ
て
経
済
活
動
を
し
な
さ

い
と
い
う
中
で
、
企
業
も
利
益
を
出
し
て
、

税
を
納
め
れ
ば
世
の
中
に
役
立
つ
と
い
う
こ

と
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

今
コ
ロ
ナ
で
大
変
厳
し
い
状
況
で
す
が
早

く
コ
ロ
ナ
前
の
元
の
よ
う
な
世
の
中
に

な
っ
て
、
経
済
活
動
が
活
発
に
な
っ
て
も
ら

い
た
い
で
す
。
２
年
間
、
女
性
部
会
長
と
し

て
頑
張
り
ま
す
の
で
、
ど
う
ぞ
皆
様
よ
ろ
し

く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

（
株
式
会
社
入
兆　

代
表
取
締
役
社
長
）

楽
し
い
法
人
会
活
動

甲
府
法
人
会　

女
性
部
会
長

 

飯
島 

朱
美
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本
総
会
は
髙
野
会
長
の
挨
拶
の
後
、
第
31

回
理
事
会
決
議
を
経
て
上
程
さ
れ
た
議
案

の
審
議
を
行
い
、
令
和
２
年
度
決
算
、
役
員

選
任
の
議
案
が
審
議
さ
れ
、
満
場
一
致
に
て

承
認
さ
れ
ま
し
た
。
役
員
改
選
で
は
、
髙
野

会
長
が
再
任
さ
れ
た
ほ
か
新
役
員
を
選
任

し
ま
し
た
。

　

今
年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
に
よ
り

昨
年
度
実
施
で
き
な
か
っ
た
事
業
を
含
め
、

「
税
知
識
の
普
及
・
啓
発
活
動
」
の
拡
大
や
、

社
会
貢
献
事
業
な
ど
に
一
層
力
を
入
れ
て

い
く
こ
と
な
ど
を
確
認
し
ま
し
た
。

　

定
時
総
会
後
の
表
彰
式
で
は
、
当
会
に
永

年
ご
尽
力
を
い
た
だ
い
た
役
員
に
対
す
る

表
彰
を
行
い
ま
し
た
。

本
年
度
総
会
に
お
い
て
表
彰
を
受
け
た
方
々

退
任
役
員
感
謝
状
贈
呈

　
　

高
野
三
雄　
　

副
会
長

　
　

窪
田
広
宣　
　

常
任
理
事

　
　

新
津
正
彦　
　

常
任
理
事

　
　

長
坂　

茂　
　

常
任
理
事

　
　

赤
野
玉
明　
　

理　

事

　
　

東
原
記
守　
　

理　

事

　
　

久
保
寺
孝
男　

理　

事

甲
府
法
人
会
功
労
者
表
彰
受
彰
者

　
　

高
野
三
雄　
　

副
会
長

　
　

宮
川　

武　
　

理　

事

　
　

岩
下
達
也　
　

理　

事

　
　

東
原
記
守　
　

理　

事

　
　

鶴
田
哲
嗣
郎　

理　

事

　
　

丸
山
正
和　
　

監　

事　

　
　

殿
岡　

仁　

三
井
住
友
海
上　

代
理
店

　
　

※
丸
山
氏
と
殿
岡
氏
は
会
員
増
強
の

　
　
　

 

功
績
に
よ
る
表
彰
で
す
。

会　
　

長

髙
野
孫
左
ヱ
門　

㈱
吉
字
屋
本
店

副 

会 

長

佐
々
木
宏
明　
　

山
梨
ト
ヨ
タ
自
動
車
㈱

岸
本　

良
三　
　

敷
島
金
属
工
業
㈱

上
原　

重
樹　
　

㈱
印
傳
屋
上
原
勇
七

関　
　

光
良　
　

㈱
山
梨
中
央
銀
行

小
林　

成
光　
　

㈱
小
林
製
作
所

第
11
回
定
時
総
会
を
開
催

専
務
理
事

酒
井　

信　
　
　

公
益
社
団
法
人
甲
府
法
人
会

常
任
理
事

西
川　

一
也　
　

穴
水
㈱

輿
水　

順
彦　
　

㈱
清
里
給
油
所

内
田　

博　
　
　

㈱
内
田
印
刷
所

小
林　

幸
夫　
　

小
林
ニ
ッ
ト
ウ
エ
ア
㈱

篠
原　

義
明　
　

篠
原
貿
易
㈱

望
月　

英
雄　
　

㈱
サ
ン
キ
ョ
ー

坂
本　

政
彦　
　

㈱
坂
本
建
運

井
上　

善
展　
　

㈱
イ
ノ
ウ
エ

齊
藤　

基
樹　
　

浅
川
熱
処
理
㈱

奈
良
田
伸
司　
　

㈱
山
梨
文
化
会
館

廣
川　

利
勝　
　

甲
府
信
用
金
庫

鈴
木　

淳
郎　
　

㈱
テ
レ
ビ
山
梨

理　
　

事

荻
野　

寛
二　
　

㈱
オ
ギ
ノ

小
野　

光
一　
　

金
精
軒
製
菓
㈱

太
田　

丈
三　
　

太
田
工
業
㈱

中
澤　

厚
男　
　

㈱
談
露
館

小
林　

重
夫　
　

㈱
小
林
商
会

山
寺
英
一
郎　
　

井
筒
屋
醤
油
㈱

飯
島　

忠　
　
　

㈱
湊
與

秋
山　

勉　
　
　

㈱
ホ
テ
ル
舟
山

河
西　

秀
吏　
　

㈱
河
西
金
属
商
事

依
田　

訓
彦　
　

㈱
少
國
民
社

清
水　

修
一　
　

協
和
産
業
㈱

笠
井　

健
夫　
　

㈱
峡
南
堂
印
刷
所

湯
沢　

基　
　
　

湯
澤
工
業
㈱

井
上　

重
良　
　

㈿
国
母
工
業
団
地
工
業
会

長
谷
川
正
一
郎　

長
谷
川
醸
造
㈱

小
澤　

博
音　
　

㈲
川
音
運
輸

宮
川　

武　
　
　

㈱
甲
斐
延

岩
下　

達
也　
　

北
杜
タ
ク
シ
ー
㈱

小
澤　

一
正　
　

ア
ジ
ア
燃
料
㈱

清
水　

新
司　
　

清
水
工
業
㈱

小
松　

茂
仁　
　

㈱
小
笠
園

早
野　

正
泰　
　

㈱
早
野
組

寺
井　

英
仁　
　

寺
井
木
材
㈱

岩
下　

和
彦　
　

昭
和
産
業
㈱

相
原　

紀
幸　
　

㈲
相
原
商
事

深
澤
由
美
子　
　

熊
野
屋
物
産
㈱

井
口　

和
則　
　

井
口
工
業
㈱

笹
本　

健
次　
　

㈱
常
磐
ホ
テ
ル

近
藤　

誠　
　
　

㈱
近
藤
宝
飾

依
田　

道
徳　
　

㈱
依
田
商
店

石
井　

猛
雄　
　

疾
測
量
㈱

相
川　

幹
夫　
　

龍
王
産
業
㈱

阿
部　

格
治　
　

㈲
さ
の
や
タ
ク
シ
ー

矢
部　

兵
衛　
　

㈱
シ
ン
ゲ
ン

鈴
木　

浩
文　
　

鈴
木
製
菓
㈱

中
村　

国
男　
　

㈱
中
村
建
設

丸
茂　

正
樹　
　

㈱
マ
ル
モ

鶴
田
哲
嗣
郎　
　

鶴
田
電
気
㈱

秋
山　

稔　
　
　

秋
山
紙
販
売
㈱

望
月
愼
太
郎　
　

大
栄
設
備
㈱

山
村　

一　
　
　

㈱
バ
ロ
ン
宝
飾

笹
本　

清
美　
　

白
根
運
送
㈱

浅
川　

重
直　
　

㈲
浅
川
建
工

栗
山　

直
樹　
　

㈱
栗
山
商
店

髙
村　

隆
義　
　

㈱
ユ
ニ
オ
ッ
ク
ス

雨
宮　

俊
彦　
　

㈱
マ
ン
ゲ
ン

金
井　

一
憲　
　

宏
和
建
設
㈱

荻
原　

眞
次　
　

㈲
荻
原
組

浅
川　

俊
之　
　

㈲
浅
川
興
業

望
月　

英
昭　
　
山
梨
県
機
械
金
属
工
業
団
地
㈿

原
田　

邦
夫　
　

山
梨
交
通
㈱

宿
沢　

一
六　
　

㈱
ネ
オ
シ
ス
テ
ム

加
藤　

吉
一　
　

㈱
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
マ
イ
ン
ド

監　
　

事

梅
本　

実　
　
　

丸
十
山
梨
製
パ
ン
㈱

丸
山　

正
和　
　

㈱
コ
ー
シ
ン

丹
沢　

始　
　
　

㈱
丹
沢
電
機

※
常
任
理
事
の
廣
川
利
勝
氏
は
、
一
身
上
の

　

都
合
に
よ
り
、
総
会
決
議
後
の
６
月
26
日

　

付
に
て
辞
任
さ
れ
ま
し
た
。

　

５
月
18
日
、
甲
府
記
念
日
ホ
テ
ル
に
お
い
て
、
第
11
回
定
時
総
会
を
開
催
し
、
会
員
企

業
95
社
が
出
席
し
ま
し
た
。

　

昨
年
同
様
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
防
止
対
策
を
講
じ
て
実
施
し
ま
し
た
。

挨拶をする髙野会長

新
役
員
名
簿
（
敬
称
略
）
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部 

会 

長

髙
村　

隆
義　

㈱
ユ
ニ
オ
ッ
ク
ス

副
部
会
長

飯
島　

禎
典　

㈱
湊　

與

丸
茂　

正
樹　

㈱
マ
ル
モ

田
中　

雅
貴　

㈱
カ
ル
ク

鮫
田　

光
一　

国
際
勧
業
㈱

幹　
　

事

杉
田　

光
司　

㈱
大
成
電
気

渡
辺　

慎
助　

渡
辺
建
設
興
業
㈱

藤
田　

尚
晋　

㈱
デ
ィ
ナ
ッ
ク
中
日
本

坂
本　

哲
啓　

甲
府
ビ
ル
サ
ー
ビ
ス
㈱

笠
井　

健
弘　

㈱
峡
南
堂
印
刷
所

大
木
賢
太
郎　

㈱
オ
オ
キ

日
原　

孝
樹　

㈱
早
野
組

中
沢　

雄
一　

㈲
中
沢
実
業

遠
藤　

宗
和　

㈲
イ
ン
シ
ュ
ラ
ン
ス
相
和

長
澤　

修　
　

㈱
ソ
ネ
ッ
ト

竹
野　

幹
男　

竹
野
司
法
書
士
事
務
所

監　
　

事

相
原　

紀
幸　

㈲
相
原
商
事

阿
部　

誠　
　

㈲
ア
ベ
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー

荒
井　

房
子　

㈱
荒
井
建
材

監　
　

事

岸
本　

敏
江　

敷
島
金
属
工
業
㈱

相 

談 

役

深
澤
由
美
子　

熊
野
屋
物
産
㈱

部 

会 

長

飯
島　

朱
美　

㈱
入　

兆

副
部
会
長

東
條　

初
恵　

㈱
シ
ラ
ネ
パ
ッ
ク

秋
山
加
代
子　

㈱
ホ
テ
ル
舟
山

新
海
比
呂
栄　

㈱
新
海
不
動
産
業

雨
宮　

恵
美　

㈲
雨
宮
オ
ー
ト
ボ
デ
ィ
ー

　
　
　
　
　
　

サ
ー
ビ
ス

湯
沢　

律
子　

湯
沢
工
業
㈱

三
澤　

早
苗　

㈱
三
澤
工
業

永
井　

理
恵　

㈱
東
邦
観
光
サ
ー
ヴ
ィ
ス

内
藤　

誠
子　

㈲
テ
ラ
ワ
ン

理　
　

事

中
村　

友
恵　

㈱
中
村
建
設

飯
野
み
づ
ほ　

㈱
ア
ル
フ
ァ
ジ
ュ
エ
リ
ー

早
川　

悦
子　

中
央
ベ
ニ
ヤ
㈱

堀
内　

直
子　

丸
市
倉
庫
㈱

石
井　

敦
子　

疾
測
量
㈱

　

５
月
10
日
、
青
年
部
会
及
び
女
性
部
会
の

第
11
回
定
時
総
会
を
古
名
屋
ホ
テ
ル
に
お
い

て
開
催
し
ま
し
た
。
甲
府
税
務
署
の
佐
伯
署

長
、
親
会
か
ら
関
副
会
長
に
ご
出
席
い
た
だ

き
ま
し
た
。

　

最
初
に
行
っ
た
女
性
部
会
の
定
時
総
会
で

は
、
令
和
２
年
度
の
事
業
報
告
と
令
和
３
年

度
の
事
業
計
画
が
満
場
一
致
に
て
承
認
さ

れ
、
さ
ら
に
本
年
は
役
員
改
選
の
年
に
あ
た

り
、
深
澤
部
会
長
が
退
任
さ
れ
、
新
た
に
飯

島
朱
美
氏
が
女
性
部
会
長
に
選
任
さ
れ
ま
し

た
。

　

次
に
行
っ
た
青
年
部
会
の
定
時
総
会
で

は
、
令
和
２
年
度
の
事
業
報
告
と
令
和
３
年

度
の
事
業
計
画
が
満
場
一
致
に
て
承
認
さ
れ

ま
し
た
。
ま
た
青
年
部
会
も
役
員
改
選
の
年

に
あ
た
り
、
髙
村
部
会
長
が
再
任
さ
れ
ま
し

た
。

新
女
性
部
会
長
に
飯
島
朱
美
氏　

青
年
部
会
に
髙
村
部
会
長
を
再
任

青
年
部
会
・
女
性
部
会
の
定
時
総
会
を
開
催

新
役
員
名
簿
（
敬
称
略
）

女性部会長を退任された
深澤前部会長

女性部会長に選任された
飯島新部会長

再任された
髙村青年部会長

女  

性  

部  

会

青  

年  

部  

会
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７
月
29
日
、
甲
府
法
人
会
と
山
梨
県
法
人

会
連
合
会
は
、
定
時
総
会
の
出
席
者
な
ど
か

ら
寄
せ
ら
れ
た
タ
オ
ル
、
石
け
ん
、
テ
ィ
ッ

シ
ュ
、
使
用
済
み
切
手
な
ど
の
品
々
を
、
山

梨
県
と
山
梨
県
社
会
福
祉
協
議
会
に
寄
贈
し

ま
し
た
。

　

寄
贈
式
で
は
、
髙
野
会
長
か
ら
山
梨
県
子

育
て
支
援
局
子
ど
も
福
祉
課
の
柳
沢
課
長
、

山
梨
県
社
会
福
祉
協
議
会
の
茂
手
木
常
務
理

事
に
、
そ
れ
ぞ
れ
タ
オ
ル
等
を
お
渡
し
ま
し

た
。
こ
れ
ら
の
品
々
は
、
山
梨
県
と
山
梨
県

社
会
福
祉
協
議
会
を
通
じ
て
、
県
内
の
福
祉

施
設
な
ど
に
贈
ら
れ
ま
す
。

会
員
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
タ
オ
ル
等
を
寄
贈

社
会
貢
献
活
動

　

源
泉
部
会
講
習
会
は
、
昨
年
と
同
様
に

甲
府
会
場
の
み
の
開
催
に
変
更
し
、
６
月

21
日
に
第
１
回
を
開
催
し
ま
し
た
。
初
級

講
座
に
23
名
、
上
級
講
座
に
21
名
が
参
加

さ
れ
、
来
年
１
月
ま
で
の
全
６
回
の
講
座

が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

講
師
は
甲
府
税
務
署
源
泉
所
得
税
担
当

の
曽
賀
上
席
調
査
官
が
務
め
ま
し
た
。

　

本
講
習
会
は
研
修
内
容
に
よ
り
、
受
講

し
た
い
内
容
の
日
程
だ
け
の
ご
参
加
も
可

能
で
す
。
多
く
の
皆
様
の
ご
参
加
を
お
待

ち
し
て
い
ま
す
。

　

６
月
22
日
、
普
段
学
ぶ
機
会
の
少
な
い

印
紙
税
に
つ
い
て
研
修
会
を
開
催
し
、
会

場
に
９
名
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
て
30
名
に
ご

参
加
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

講
師
は
甲
府
税
務
署
の
増
田
調
査
官
が

務
め
、
具
体
例
を
提
示
し
な
が
ら
、
分
か

り
や
す
く
説
明
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

研
修
会
終
了
後
に
は
、
多
く
の
参
加
者

が
自
社
の
ケ
ー
ス
で
の
質
問
を
さ
れ
る
な

ど
、
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

源泉部会講習会

会場とオンラインでの実施

山梨県社会福祉協議会への寄贈 山梨県への寄贈

「
源
泉
部
会
講
習
会
」

　
　
　
　
　
　
を
開
講

「
知
っ
て
得
す
る

　
印
紙
税
研
修
会
」
を

　
　
オ
ン
ラ
イ
ン
開
催

寄せられた品々
　タオル類　　　　　  6,008 枚
　石けん類　　　　　　    72 個
　箱ティッシュ　　　　  110 個
　ポケットティッシュ　  320 個
　未使用切手　　　　　    77 枚
　使用済み切手　　　   12. ９kg
　未使用テレホンカード　 55 枚
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残
暑
の
候
、
公
益
社
団
法
人
甲
府
法
人

会
の
皆
様
に
は
、
ま
す
ま
す
御
清
栄
の
こ
と

と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

私
は
、
こ
の
度
の
人
事
異
動
で
甲
府
税
務

署
長
を
拝
命
し
、
税
務
大
学
校
東
京
研
修

所
長
か
ら
転
任
し
て
参
り
ま
し
た
長
谷
山
で

ご
ざ
い
ま
す
。
前
任
の
佐
伯
同
様
、
よ
ろ
し

く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

髙
野
会
長
を
は
じ
め
甲
府
法
人
会
の
皆
様

に
は
、
平
素
か
ら
法
人
会
の
事
業
活
動
を
通

じ
ま
し
て
、
円
滑
な
税
務
行
政
の
運
営
に
格

別
の
御
理
解
と
御
協
力
、
御
支
援
を
賜
り

厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

甲
府
法
人
会
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

「
税
の
オ
ピ
ニ
オ
ン
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
企
業
の

発
展
を
支
援
し
、
地
域
の
振
興
に
寄
与
し
、

国
と
社
会
の
繁
栄
に
貢
献
す
る
経
営
者
の
団

体
」
と
い
う
理
念
の
下
、
税
の
啓
蒙
、
税
知

識
の
普
及
を
目
的
と
し
た
各
種
研
修
会
の
開

催
や
次
代
を
担
う
小
学
生
を
対
象
と
し
た

税
金
教
室
へ
の
講
師
派
遣
の
ほ
か
、「
企
業
の

税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
向
上
の
た
め
の
自
主

点
検
チ
ェッ
ク
シ
ー
ト
」
の
活
用
の
呼
び
か
け

な
ど
、
適
正
な
申
告
納
税
制
度
の
実
現
に
向

け
た
各
種
の
事
業
を
展
開
さ
れ
る
と
と
も

に
、
社
会
福
祉
施
設
へ
の
タ
オ
ル
等
の
寄
贈
な

ど
、
社
会
貢
献
活
動
に
も
積
極
的
に
取
り
組

ま
れ
て
お
ら
れ
ま
す
。
皆
様
の
こ
う
いっ
た
活

動
は
、
私
ど
も
税
務
行
政
に
携
わ
る
者
と
し

て
大
変
心
強
く
感
じ
る
と
と
も
に
、
髙
野
会

長
を
は
じ
め
会
員
の
皆
様
の
熱
意
に
心
か
ら

敬
意
を
表
す
る
次
第
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
法
人
会
の
活
動
に
対
し
ま
し

て
、
私
ど
も
は
、
長
年
、
皆
様
と
培
っ
て
参

り
ま
し
た
協
力
・
協
調
関
係
を
よ
り
発
展
さ

せ
、
皆
様
の
活
動
の
一
助
と
な
れ
ま
す
よ
う
、

各
種
研
修
会
の
へ
の
講
師
派
遣
な
ど
、
で
き

る
限
り
の
お
手
伝
い
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

さ
て
、
令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
消
費
税

の
「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
」（
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
）
が
導
入
さ
れ
ま
す
。
こ
の
制
度

の
下
で
は
、
税
務
署
長
に
申
請
し
て
登
録
を

受
け
た
課
税
事
業
者
で
あ
る
「
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
」
が
交
付
す
る
「
適
格
請

求
書
」（
い
わ
ゆ
る
イ
ン
ボ
イ
ス
）
等
の
保
存

が
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と
な
り
ま
す
。
そ

の
「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
」
に
な
ろ
う

と
す
る
事
業
者
の
方
の
登
録
申
請
書
の
受
付

が
本
年
10
月
１
日
か
ら
開
始
さ
れ
ま
す
。
こ

の
制
度
の
円
滑
な
導
入
に
当
た
っ
て
、
私
ど

も
は
、
周
知
・
広
報
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で

は
あ
り
ま
す
が
、
力
が
及
ば
な
い
と
こ
ろ
も

ご
ざ
い
ま
す
た
め
、
従
前
か
ら
税
務
署
か
ら

の
広
報
等
に
御
協
力
い
た
だ
い
て
い
る
甲
府
法

人
会
の
皆
様
に
、
な
お
一
層
の
お
力
添
え
を

賜
り
ま
す
よ
う
、
こ
の
場
を
お
借
り
し
て
お

願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

昨
年
か
ら
続
い
て
い
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
拡
大
は
未
だ
予
断
を
許
さ
な
い
状

況
に
あ
り
、
皆
様
の
事
業
へ
の
影
響
は
計
り

知
れ
な
い
も
の
が
あ
る
と
承
知
し
て
お
り
ま

す
。
税
務
面
に
お
け
る
対
応
と
し
て
、
申
請

及
び
申
告
期
限
の
延
長
等
の
各
種
の
措
置
や

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
経
済
対

策
に
お
け
る
税
制
上
の
措
置
が
設
け
ら
れ
て

お
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の
措
置
に
つ
き
ま
し
て

は
、
国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
紹
介

し
て
お
り
ま
す
の
で
、
御
参
考
と
し
て
い
た

だ
く
と
共
に
、
御
不
明
な
点
や
御
相
談
等
が

あ
り
ま
し
た
ら
、
税
務
相
談
室
又
は
税
務
署

に
お
尋
ね
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し

ま
す
。

　

最
後
に
な
り
ま
す
が
、
公
益
社
団
法
人

甲
府
法
人
会
の
益
々
の
御
発
展
と
、
会
員
の

皆
様
の
御
健
勝
並
び
に
御
事
業
の
御
繁
栄
を

心
か
ら
祈
念
い
た
し
ま
し
て
、
着
任
の
挨
拶

と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

着
任
の
ご
あ
い
さ
つ

甲
府
税
務
署
長

長
谷
山 

信
也

源泉審理担当

田中南海子
法人審理担当

玉浦将憲
法人２統括官

赤川寿治
法人１統括官

梅津　寛
副　署　長

関川　進

法人会に関係する職員のご紹介（敬称略）
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い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

意
見
交
換
会
は
、
髙
野
会
長
と
長
谷
山

署
長
の
ご
挨
拶
か
ら
始
ま
り
、
税
務
署
の

方
々
か
ら
自
己
紹
介
、
ま
た
法
人
会
の
出

席
者
か
ら
も
自
己
紹
介
を
行
い
ま
し
た
。

さ
ら
に
山
梨
県
の
名
所
な
ど
を
紹
介
す
る

映
像
と
甲
府
法
人
会
の
活
動
内
容
の
映
像

を
ご
覧
い
た
だ
い
て
か
ら
意
見
交
換
に
入

り
ま
し
た
。
税
務
行
政
や
租
税
教
育
活
動

な
ど
法
人
会
の
各
種
活
動
に
つ
い
て
、
和

や
か
な
雰
囲
気
の
中
、
活
発
な
意
見
交
換

を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

意
見
交
換
会
終
了
後
に
は
、
甲
府
税
務

　

七
月
の
東
京
国
税
局
の
人
事
異
動
に
伴

い
、
甲
府
税
務
署
に
お
い
て
も
新
幹
部
職

員
の
皆
様
が
着
任
さ
れ
ま
し
た
。

　

例
年
、
新
幹
部
職
員
の
皆
様
と
当
会
の

役
員
が
一
堂
に
会
し
て
意
見
交
換
会
を
開

催
し
て
お
り
ま
す
が
、
今
回
も
昨
年
と
同

様
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
防
止
対

策
と
し
て
規
模
を
縮
小
し
、
８
月
４
日
に

甲
府
法
人
会
館
に
お
い
て
開
催
し
ま
し
た
。

　

当
会
は
髙
野
会
長
を
は
じ
め
、
４
名
の

副
会
長
と
青
年
・
女
性
部
会
長
が
出
席
、

甲
府
税
務
署
は
長
谷
山
署
長
を
は
じ
め
法

人
会
関
係
部
門
の
幹
部
職
員
の
ご
出
席
を

甲
府
税
務
署
と
の
意
見
交
換
会

新　メ　ン　バ　ー 旧　メ　ン　バ　ー
官 　 　 職 氏　名 前　任　署　等 氏　名 転　任　先　等

署 　 長 長 谷 山  信 也 税務大学校東京研修所 所長 佐 伯 　 章 二 ご 退 職

副 署 長 関 川 　 　 進 課税第二部・
資料調査第一課・課長補佐 加 藤 正 一 郎 蒲 田・ 法 人・ 特 別 調 査 官

法 人 １ 統 括 官 梅 津 　 　 寛 （ 留 任 ） 梅 津 　 　 寛 （ 留 任 ）

法 人 ２ 統 括 官 赤 川 　 寿 治 豊島・法人３・上席調査官 大 山  千 奈 美 鰍 沢・ 法 人・ 統 括 官

法 人 審 理 担 当 玉 浦 　 将 憲 雪谷・法人１・上席調査官 堀 家 由 起 子 雪谷・法人１・上席調査官

源 泉 審 理 担 当 田 中  南 海 子 麹町・特別国税調査官付
上席調査官 曽 賀 　 琢 磨 蒲田・国際税務専門官付

上席調査官

令和３事務年度・法人系統職員新旧対照表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和 3 年 7 月 10 日）

長
谷
山
署
長
ほ
か
新
幹
部
職
員
を
お
招
き
し
て

署
の
皆
様
に
国
の
登
録
有
形
文
化
財
で
あ

る
甲
府
法
人
会
館
を
見
学
し
て
い
た
だ
き

ま
し
た
。

自己紹介をされる甲府税務署の皆様



─ 7 ─

　

当
会
で
は
、
青
年
部
会
と
女
性
部
会
を
中

心
に
租
税
教
育
活
動
の
実
施
に
力
を
入
れ
て

い
ま
す
。中
で
も
小
学
校
を
訪
問
し
て
の「
税

金
教
室
」
の
開
催
を
そ
の
活
動
の
柱
と
し
て

い
ま
す
。

　

小
学
校
の
１
学
期
に
あ
た
る
４
月
か
ら
７

月
に
か
け
て
の
「
税
金
教
室
」
の
開
催
状
況

は
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
お
り
、
大
変
多
く

の
小
学
校
か
ら
開
催
の
依
頼
を
い
た
だ
く
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。
甲
府
税
務
署
管
内
６
市

１
町
の
小
学
校
14
校
に
お
い
て
26
回
開
催

し
、
合
計
約
８
０
０
名
の
児
童
（
６
年
生
）

に
受
け
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

引
き
続
き
２
学
期
以
降
も
積
極
的
に
取
り

組
ん
で
い
き
ま
す
。

小
学
校
を
対
象
と
し
た

　
　
　
　
　
　
　 

「
税
金
教
室
」
を
開
催

税金に関するクイズなど、児童に考えてもらう内容となっている

１億円の模擬紙幣に興味津々

青年部会・女性部会が実施した「税金教室」

実施日 学　校　名 講　　師

４月 20 日（火）甲府市立里垣小学校
阿部　誠 氏（青年部会）
鮫田光一 氏（青年部会）

４月 28 日（水）甲府市立玉諸小学校

丸茂正樹 氏（青年部会）
阿部　誠 氏（青年部会）
日原孝樹 氏（青年部会）
上田文彦 氏（青年部会）

５月 19 日（水）南アルプス市立
櫛形北小学校 雨宮恵美 氏（女性部会）

５月 20 日（木）韮崎市立甘利小学校
飯島禎典 氏（青年部会）
杉田光司 氏（青年部会）
鮫田光一 氏（青年部会）

５月 26 日（水）甲府市立
中道北小学校 鮫田光一 氏（青年部会）

５月 31 日（月）昭和町立押原小学校
田中雅貴 氏（青年部会）
飯島禎典 氏（青年部会）

６月 8 日（火）甲府市立北新小学校 坂本哲啓 氏（青年部会）

６月 9 日（水）北杜市立明野小学校 田中雅貴 氏（青年部会）

６月 15 日（火）昭和町立常永小学校
大木賢太郎 氏（青年部会）
竹野幹男 氏（青年部会）
長澤　修 氏（青年部会）

６月 25 日（金）甲斐市立
竜王西小学校

中沢雄一 氏（青年部会）
遠藤宗和 氏（青年部会）

７月 8 日（木）南アルプス市立
落合小学校 雨宮恵美 氏（女性部会）

７月 14 日（水）中央市立三村小学校 雨宮恵美 氏（女性部会）

７月 15 日（木）甲斐市立
双葉東小学校

日原孝樹 氏（青年部会）
笠井健弘 氏（青年部会）

７月 19 日（月）南アルプス市立
豊小学校

雨宮恵美 氏（女性部会）
永井理恵 氏（女性部会）
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山
梨
県
法
人
会
連
合
会
で
は
、
企
業
内
の
女
性

社
員
の
意
欲
及
び
能
力
向
上
を
目
指
し
た
セ
ミ

ナ
ー
を
毎
年
開
催
し
て
い
ま
す
。

　

７
月
７
日
、
第
１
回
の
セ
ミ
ナ
ー
が
甲
府
法
人

会
館
に
お
い
て
開
催
さ
れ
、
県
内
各
地
の
法
人
会

会
員
企
業
か
ら
15
名
が
参
加
さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
し
て
今
年
度
も
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
拡
大
防
止
対
策
と
し
て
、
参
加
者
相
互
の
席
を

離
す
な
ど
の
方
法
で
実
施
し
ま
し
た
。

　

講
師
は
山
梨
中
銀
経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株

式
会
社
の
佐
野
亜
矢
氏
が
務
め
ら
れ
、
内
容
は
新

人
・
若
手
社
員
向
け
で
接
遇
マ
ナ
ー
に
始
ま
り
、

顧
客
の
満
足
度
を
高
め
る
た
め
の
具
体
的
な
方
法

な
ど
に
つ
い
て
お
話
し
い
た
だ
き
ま
し
た
。
さ
ら

に
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
も
取
り
入
れ
な
が
ら
和
や
か

な
雰
囲
気
で
進
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

参
加
者
か
ら
は
、「
実
際
の
話
な
ど
を
交
え
な

が
ら
の
説
明
だ
っ
た
の
で
、
と
て
も
分
か
り
や
す

か
っ
た
で
す
。」、「
不
安
な
毎
日
で
す
が
、
明
る

く
何
事
に
も
挑
戦
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
し

た
。」、「
会
社
だ
け
で
な
く
、
日
常
生
活
で
も
活

用
で
き
る
内
容
で
し
た
。」
な
ど
の
ご
意
見
を
い

た
だ
き
ま
し
た
。
今
後
は
、
９
月
９
日
に
中
堅
社

員
向
け
、
10
月
13
日
に
管
理
職
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー

を
開
催
す
る
予
定
で
す
。

　

７
月
28
日
、
当
会
を
含
む
甲
府
税
務
署
管

内
の
税
務
関
係
民
間
10
団
体
に
よ
る
、「
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
な
ど
を
活
用
し

た
税
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
を
推
進
し
て

い
く
」
と
す
る
宣
言
式
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
推
進
宣
言

は
、
行
政
手
続
き
の
デ
ジ
タ
ル
化
や
納
税
者

の
利
便
性
の
向
上
を
図
る
た
め
に
各
団
体
が

連
携
し
て
取
り
組
む
も
の
で
す
。

　

宣
言
式
で
は
、
日
本
銀
行
甲
府
支
店
の
水

野
支
店
長
の
立
ち
合
い
の
も
と
、
税
務
関
係

民
間
10
団
体
を
代
表
し
て
当
会
の
髙
野
会
長

が
、
甲
府
税
務
署
の
長
谷
山
署
長
に
宣
言
書

を
手
渡
し
ま
し
た
。

　

今
後
、
当
会
に
お
い
て
も
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ

ス
納
付
推
進
に
関
す
る
周
知
広
報
活
動
や
利

用
推
進
に
積
極
的
に
取
り
組
む
予
定
で
す
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
推
進
宣
言
式

宣言書を手渡す髙野会長（右）

髙
野
会
長
が
代
表
し
て
宣
言

『
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー

　
　
　 

　（
女
性
社
員
向
け
）』
が
ス
タ
ー
ト

グループワーク 講師の佐野亜矢氏
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（
令
和
３
年
４
月
実
施
）

　

対
象
件
数　

３
，
１
２
３
社

　

回
答
数　

３
８
４
社

　

回
答
率　

12
・
３
％

　　

甲
府
法
人
会
で
は
、本
年
４
月
に「
税

制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」

を
実
施
し
ま
し
た
。
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
は
全
会
員
企
業
を
対
象
に
実
施

し
、
本
年
は
３
８
４
社
の
会
員
企
業
の

皆
様
か
ら
ご
回
答
を
い
た
だ
き
、
当
会

の
「
令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る

提
言
」
の
参
考
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。
ご
協
力
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
は
昨
年
11

月
以
降
増
加
し
、本
年
１
月
に
は
11
都
府

県
で
緊
急
事
態
宣
言
が
出
さ
れ
る
な
ど
、

収
束
時
期
の
見
通
し
は
立
っ
て
お
り
ま
せ

ん
。令
和
３
年
３
月
時
点
で
、あ
な
た
の
会

社
の
経
営
状
況
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
影
響
が
生
じ
て
い
る
か

お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

中
小
企
業
向
け
税
制

令
和
４
年
度
税
制
改
正
を
検
討
す
る
に
あ

た
り
、中
小
企
業
向
け
の
税
制
で
特
に
重

視
す
べ
き
点
に
つ
い
て
、以
下
よ
り
２
つ
以

内
で
選
ん
で
下
さ
い
。

消
費
税
／
軽
減
税
率
制
度

消
費
税
率
10
％
の
引
き
上
げ
と
同
時
に
低

所
得
者
対
策
と
し
て
軽
減
税
率
制
度
が
導

入
さ
れ
、１
年
半
が
経
過
し
ま
し
た
。軽
減

税
率
制
度
に
つ
い
て
ど
う
考
え
ま
す
か
。

令
和
４
年
度

税
制
改
正
に
関
す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果 

Q1Q2

Q3

① ② ③ ④ ⑤ 合計
54 214 81 31 2 382

①
影
響
は
出
た
が
、今
は
な
い

②	

影
響
が
継
続
し
て
い
る

③	

現
時
点
で
は
な
い
が
、今
後
影
響
が
出
る
可
能
性
が

あ
る

④	
影
響
は
な
い

⑤	
そ
の
他

①
事
務
負
担
な
ど
の
問
題
が
大
き
い
の
で
単
一
税
率
に

戻
す
べ
き

②
多
少
の
事
務
負
担
は
あ
る
が
、や
む
を
得
な
い

③
特
に
問
題
な
い

④
そ
の
他

①
適
正
な
仕
入
税
額
控
除
を
計
算
で
き
る
よ
う
に
す

る
た
め
に
は
、や
む
を
得
な
い

②
免
税
事
業
者
が
取
引
か
ら
排
除
さ
れ
な
い
よ
う
に
配

慮
す
べ
き

③
事
務
負
担
が
増
え
る
の
で
、導
入
に
は
反
対
で
あ
る

④
わ
か
ら
な
い

⑤
そ
の
他

① ② ③ ④ 合計
125 132 113 11 381

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 合計
272 121 142 48 29 62 15 689

①
法
人
税
の
軽
減
税
率
の
特
例（
15
％
）の
本
則
化
等

②
設
備
投
資・研
究
開
発
を
促
進
す
る
税
制
の
拡
充

③
雇
用
拡
大・賃
金
引
上
げ
を
促
進
す
る
税
制
の
拡
充

消
費
税
／
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
①

令
和
５
年
10
月
１
日
以
降
は
、適
格
請
求

書
等
保
存
方
式（
い
わ
ゆ
る
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
）が
導
入
さ
れ
、「
適
格
請
求
書
」等
の
保

存
が
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と
な
り
ま

す
。適
格
請
求
書
を
交
付
で
き
る
の
は
、税

務
署
長
に
登
録
申
請
し
た
課
税
事
業
者
と

な
り
ま
す
の
で
、登
録
手
続
き
を
受
け
て
い

な
い
免
税
事
業
者（
課
税
売
上
高
１
，

０
０
０
万
円
以
下
）か
ら
の
仕
入
れ
に
つ
い

て
は
、仕
入
税
額
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
な

く
な
り
ま
す
。こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、ど
う

考
え
ま
す
か
。

Q4

④
役
員
給
与
の
損
金
算
入
の
拡
充

⑤
交
際
費
課
税
の
損
金
算
入
枠
の
拡
大

⑥
欠
損
金
の
繰
戻
還
付
制
度
の
拡
充

⑦
そ
の
他

① ② ③ ④ ⑤ 合計
74 87 100 113 5 379
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①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

事
業
承
継
／
納
税
猶
予
制
度

平
成
30
年
度
税
制
改
正
で
は
、中
小
企
業

の
代
替
わ
り
を
促
進
す
る
た
め
、10
年
間

の
特
例
措
置
と
し
て
、相
続
税・贈
与
税
の

納
税
猶
予
制
度
の
抜
本
的
な
拡
充（
全
株

式
を
対
象
に
納
税
猶
予
割
合
が

１
０
０
％
）が
行
わ
れ
ま
し
た
。本
特
例
制

度
を
適
用
す
る
た
め
に
は
、令
和
５
年
３

月
末
日
ま
で
に「
特
例
承
継
計
画
」を
提
出

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、あ
な
た
の
会

社
の
事
業
承
継
の
状
況
に
つ
い
て
お
聞
か

せ
く
だ
さ
い
。

Q6

①
特
例
承
継
計
画
を
提
出
し
た

②
こ
れ
か
ら
特
例
承
継
計
画
を
提
出
す
る
予
定
で
あ
る

③
本
特
例
制
度
を
適
用
し
な
い
で
事
業
承
継
を
行
う

④
当
面
、
事
業
承
継
を
行
う
予
定
は
な
い

⑤
事
業
を
承
継
し
な
い

⑥
そ
の
他

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

①
こ
れ
ま
で
の
改
正
で
十
分
で
あ
り
、当
面
は
利
用
状

況
等
を
注
視
す
る

②
相
続
時
精
算
課
税
制
度
な
ど
生
前
贈
与
制
度
の
更

な
る
拡
充
を
求
め
る

③
納
税
猶
予
制
度
の
特
例
措
置
の
更
な
る
拡
充
や
適

用
期
限
の
延
長
を
求
め
る

④
欧
州
主
要
国
の
よ
う
に
、事
業
用
資
産
を
他
の一
般

資
産
と
切
り
離
し
、事
業
用
資
産
へ
の
課
税
を
軽
減

あ
る
い
は
免
除
す
る
制
度
の
創
設
を
求
め
る

⑤
そ
の
他

①
商
業
地
等
の
宅
地
の
評
価
方
法
を
見
直
す

②
家
屋
の
評
価
方
法
を
見
直
す

③
償
却
資
産
（
事
業
用
資
産
）
へ
の
課
税
は
廃
止
を

含
め
て
見
直
す

④
免
税
点
を
大
幅
に
引
き
上
げ
る

⑤
わ
か
ら
な
い

⑥
そ
の
他

事
業
承
継
／
事
業
承
継
税
制

政
府
は
、
事
業
承
継
を
促
進
す
る
た
め
の

税
制
支
援
策
を
講
じ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま

で
の
改
正
を
踏
ま
え
て
、
事
業
承
継
税
制

に
つ
い
て
特
に
重
視
す
べ
き
点
を
２
つ
以

内
で
選
ん
で
下
さ
い
。

Q7

①
課
税
事
業
者
で
あ
り
、登
録
申
請
を
す
る
予
定

②
免
税
事
業
者
で
は
あ
る
が
、課
税
事
業
者
と
なって
登
録

申
請
を
す
る
予
定

③
登
録
申
請
を
す
る
予
定
は
な
い

④
わ
か
ら
な
い

⑤
そ
の
他

地
方
税
／
固
定
資
産
税

地
方
の
自
主
財
源
と
し
て
大
き
な
ウ
エ
イ

ト
を
占
め
る
固
定
資
産
税
は
、そ
の
税
収

が
景
気
に
左
右
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
地
方

税
に
適
し
て
い
る
と
言
わ
れ
ま
す
。そ
の
一

方
で
、負
担
感
の
高
ま
り
な
ど
か
ら
抜
本

的
な
見
直
し
が
必
要
と
の
意
見
が
あ
り
ま

す
。固
定
資
産
税
を
見
直
す
と
し
た
場

合
、特
に
重
視
す
べ
き
点
を
２
つ
以
内
で

選
ん
で
下
さ
い
。

Q8

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
取
得
状
況

政
府
は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
に

取
り
組
ん
で
お
り
、本
年
３
月
か
ら
は
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
が「
健
康
保
険
証
」と
し

て
も
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た（
利

用
申
込
が
必
要
で
す
）。ま
た
、令
和
６
年

度
末
に
は「
運
転
免
許
証
」と
一
体
化
す
る

こ
と
も
予
定
さ
れ
て
お
り
ま
す
。マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド（
写
真
入
り
の
カ
ー
ド
）の
取

得
状
況
に
つ
い
て
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

Q9
①
取
得
し
て
い
る

②
現
在
、
申
請
中
で
あ
る

③
こ
れ
か
ら
申
請
し
た
い

④
申
請
す
る
予
定
は
な
い

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と
金
融
機
関
口
座
の
ひ
も
付
け

今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
で
は
、オ
ン
ラ
イ

ン
に
よ
る
特
別
給
付
金
申
請
で
混
乱
が
見

ら
れ
ま
し
た
。政
府
は
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と

金
融
機
関
口
座
の
ひ
も
付
け
に
つ
い
て
、

「
国
民
が
任
意
で
１
人
１
口
座
を
登
録
」す

る
こ
と
と
し
、経
済
対
策
や
災
害
時
の
給

付
金
な
ど
の
迅
速
な
受
け
取
り
に
つ
な
げ

る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と

金
融
機
関
口
座
の
ひ
も
付
け
に
つ
い
て
、ど

う
考
え
ま
す
か
。

Q10

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合計
15 56 33 183 25 72 384

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合計
87 138 215 86 56 3 585

① ② ③ ④ ⑤ 合計
163 4 53 158 6 384

④ ⑤ 合計
159 56 547

① ② ③
70 160 102

① ② ③ ④ 合計
131 32 124 93 380

消
費
税
／
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
②

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
の
導
入
に
向

け
、本
年
10
月
よ
り「
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
」の
登
録
申
請
が
始
ま
り
ま
す
。あ
な

た
の
会
社
に
お
け
る
登
録
申
請
予
定
を
お

聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

Q5
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①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

①
給
付
金
等
の
入
金
口
座
の
登
録
（
１
人
１
口
座
）

は
任
意
と
す
べ
き

②
給
付
金
等
の
入
金
口
座
の
登
録
（
１
人
１
口
座
）

は
義
務
化
す
べ
き

③
全
て
の
金
融
機
関
口
座
に
つ
い
て
も
登
録
を
義
務

化
す
べ
き

④
わ
か
ら
な
い

⑤
そ
の
他

①
給
付
水
準
を
大
幅
に
引
き
下
げ
、
負
担
も
減
ら
す

②
給
付
水
準
を
あ
る
程
度
下
げ
て
、
現
行
の
負
担
を

維
持
す
る

③
現
行
の
給
付
水
準
を
保
つ
た
め
、
あ
る
程
度
の
負

担
の
増
加
は
や
む
を
得
な
い

④
給
付
水
準
を
さ
ら
に
拡
充
さ
せ
、
大
幅
な
負
担
の

増
加
も
や
む
を
得
な
い

⑤
わ
か
ら
な
い

⑥
そ
の
他

①
手
書
き

②E
xcel

等
の
表
計
算
ソ
フ
ト
を
使
用

③
市
販
の
会
計
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
使
用

④
自
社
開
発
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
使
用

⑤
そ
の
他 経

理
事
務
の
Ｉ
Ｔ
化

政
府
は
経
済
社
会
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
踏
ま

え
、経
理
の
電
子
化
に
よ
る
生
産
性
の
向

上
、テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進
、ク
ラ
ウ
ド
会
計

ソ
フ
ト
等
の
活
用
に
よ
る
記
帳
水
準
の
向

上
に
資
す
る
た
め
、国
税
関
係
帳
簿
書
類

を
電
子
的
に
保
存
す
る
際
の
手
続
き
を
抜

本
的
に
見
直
す
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

あ
な
た
の
会
社
の
経
理
事
務
の
現
状
に
つ

い
て
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

社
会
保
障
制
度

令
和
４
年
に
は
団
塊
の
世
代
が
75
歳
以
上

の
高
齢
者
に
な
り
始
め
る
な
ど
、社
会
保

障
給
付
費
の
急
増
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。政
府
は
、給
付
は
高
齢
者
中
心
、負
担

は
現
役
世
代
中
心
と
い
う
こ
れ
ま
で
の
社

会
保
障
の
構
造
を
見
直
し
、少
し
で
も
多

く
の
人
に「
支
え
る
側
」に
回
っ
て
も
ら
う

こ
と
や
、能
力
に
応
じ
た
負
担
を
求
め
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。社
会
保
障
の
給
付

と
負
担
の
バ
ラ
ン
ス
に
つ
い
て
ど
う
考
え

ま
す
か
。

Q11

Q13

①
歳
出
の
削
減
と
負
担
増
の
両
方
で
対
応
す
る

②
税
の
自
然
増
収
と
歳
出
削
減
で
対
応
す
る

③
歳
出
削
減
を
中
心
に
対
応
す
る

④
負
担
増
を
中
心
に
対
応
す
る

⑤
わ
か
ら
な
い

⑥
そ
の
他

財
政
健
全
化

我
が
国
の
財
政
は
国
と
地
方
の
長
期
債
務

残
高
が
１
，２
０
０
兆
円
を
超
し
、先
進
国
の

中
で
も
突
出
し
て
悪
化
し
て
い
ま
す
。さ
ら

に
、我
が
国
は
先
進
国
で
最
速
の
ス
ピ
ー
ド

で
少
子
高
齢
化
が
進
み
、か
つ
人
口
が
減
少

す
る
と
い
う
極
め
て
深
刻
な
構
造
問
題
を

抱
え
て
い
ま
す
。将
来
世
代
へ
の
負
担
の
先

送
り
を
回
避
す
る
た
め
、財
政
健
全
化
を
ど

う
進
め
る
べ
き
だ
と
考
え
ま
す
か
。

Q12

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

①
19.5%

②
23.0%③

26.4%

①
14.1%

①
39.5%

②
17.6%

③
20.6%

④
2.9%

①
32.8%

②
34.6%

③
29.7%

②
29.3%

⑤
10.2%

①
14.9%

②
23.6%

③
36.8%③

18.6%

①
34.5%

②
8.4%

①
54.7%②

22.1%

①
9.1%

④
6.1%

②
16.1%

②
56.0%

③
21.2%

⑥
18.4%

⑤
1.3%

①
3.9%

②
14.6%
③
8.6%

①
28.8%

①
12.8%

⑤
6.5%

⑤
0.5%

④
2.4%

④
29.1%

④
14.7%

③
35.1%

④
8.1%

③
6.6%

⑤
2.1%

⑤
12.8%④

14.5%④
24.5%

④
47.7%

②
10.7%

③
32.6%

③
61.2%

④
29.8%

①
42.4%

⑧
28.5%

③
13.8%

⑤
1.6%

⑤
4.2%

⑥
18.8%

⑤
9.6%

⑥
0.5%

⑤
14.2%

⑥
3.4%

⑥
9.0%

①
12.9%

②
39.2%

③
31.6%

⑤
10.3%④

3.2%

⑥
2.9%

⑦
2.2%

④
41.1%

④
7.0%

②
1.0%

① ② ③ ④ ⑤ 合計
208 84 25 55 8 380

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合計
109 61 133 9 54 13 379

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合計
49 149 120 12 39 11 380

　
そ
の
他
の
ご
意
見 

  　
　
　
　
　
（
ご
回
答
者
の
原
文
を
掲
載
）

○
税
制
が
複
雑
す
ぎ
ま
す
。も
っ
と
簡
素
化
す
べ
き
。

○
現
行
の
事
業
承
継
税
制
は
使
う
に
値
し
な
い
。非
上

場
株
式
の
評
価
方
法
を
見
直
す
べ
き
。

○
贈
与
税
の
非
課
税
枠（
１
１
０
万
円
）を
引
き
上
げ
る

べ
き
。

○
売
上
、経
営
に
関
係
な
く
消
費
税
10
％（
８
％
）は
全

て
の
業
種
が
国
民
か
ら
預
か
り
代
納
す
る
。年
間
１
，

０
０
０
万
円
以
下
は
納
税
し
な
く
て
良
い
と
い
う
の

は
良
く
な
い
。

○
消
費
税（
需
要
を
抑
え
る
税
）を
廃
止
し
な
い
限
り
、

何
の
税
制
改
正
を
し
て
も
状
況
は
良
く
な
ら
な
い
。

消
費
税
廃
止
を
要
望
し
て
く
だ
さ
い
。

　

財
政
健
全
化
に
つ
い
て
、長
期
債
務
残
高
１
，

２
０
０
兆
円
を
超
し
た
。何
の
意
味
が
有
る
数
字
で

す
か
。我
が
国
は
自
国
通
貨
発
行
権
が
有
る
の
で
、

債
務
は
帳
簿
上
、抹
消
で
き
ま
す
。何
の
問
題
も
無

い
と
思
わ
れ
ま
す
。

○
超
高
齢
化
社
会
に
な
っ
て
歳
出
が
増
え
る
こ
と
は
当

然
で
あ
り
ま
す
。特
に
社
会
保
障
関
連
で
は
、税
収

を
大
幅
に
超
え
る
費
用
負
担
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

し
か
し
、あ
ま
り
社
会
保
障
以
外
の
公
共
サ
ー
ビ
ス

の
支
出
を
減
ら
す
と
社
会
全
体
の
景
気
が
悪
く
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
の
で
、あ
ま
り
極
端
な
政
策
も
難
し

い
と
思
い
ま
す
。こ
の
よ
う
な
社
会
保
障
の
負
担
を
カ

バ
ー
く
ら
い
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
上
が
れ
ば
良
い
と
思
い
ま
す

が
、そ
れ
に
は
日
本
の
産
業
構
造
が
大
き
な
変
化
が

必
要
に
感
じ
ま
す
。

④ ⑤ 合計
23 48 374

① ② ③
34 40 229
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〈
総
　
論
〉

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に
伴
う
歳
出

拡
大
に
対
し
て
米
国
な
ど
が
財
源
確
保
に
動

き
出
す
中
、
日
本
で
は
財
政
を
巡
る
議
論
が

遅
れ
て
い
る
。

　

米
国
で
は
連
邦
法
人
税
率
を
21
％
か
ら

28
％
に
引
き
上
げ
る
ほ
か
、
富
裕
層
の
株
式

売
却
益
の
最
高
税
率
を
約
２
倍
の
39
・
６
％

に
引
き
上
げ
る
方
針
を
表
明
。
英
国
も
大
企

業
向
け
法
人
税
率
を
２
０
２
３
年
４
月
に

19
％
か
ら
25
％
に
引
き
上
げ
る
こ
と
を
決
め

る
な
ど
、
海
外
で
は
悪
化
し
た
財
政
立
て
直

し
の
議
論
が
進
ん
で
い
る
。

　

一
方
、
政
府
の
動
き
は
鈍
く
、
コ
ロ
ナ
対

策
で
２
０
２
０
年
度
の
新
規
国
債
発
行
額
は

１
１
２
兆
５
，
５
３
９
億
円
と
な
り
当
初
予

算
の
３
２
兆
５
，
５
６
２
億
円
か
ら
大
幅
に

増
加
。
５
兆
円
の
コ
ロ
ナ
対
策
予
備
費
を
盛

り
込
ん
だ
過
去
最
高
の
１
０
６
兆
円
超
と

な
っ
た
２
０
２
１
年
度
予
算
で
も
４
割
を
国

債
発
行
に
頼
る
綱
渡
り
の
財
政
運
営
が
続
い

て
い
る
。

　

法
人
会
は
コ
ロ
ナ
対
応
へ
の
財
政
出
動
は

や
む
を
得
な
い
と
い
う
基
本
認
識
を
示
す
一

方
で
コ
ロ
ナ
収
束
後
を
見
据
え
、
将
来
世
代

に
つ
け
を
回
さ
ず
現
世
代
で
背
負
う
こ
と
を

求
め
て
き
た
。
速
や
か
に
財
政
再
建
の
議
論

を
開
始
し
、
税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す
る

こ
と
な
く
、
歳
出
に
つ
い
て
は
聖
域
を
設
け

ず
、
分
野
別
の
具
体
的
な
削
減
の
方
策
と
工

程
表
を
明
示
し
、
着
実
に
税
財
政
改
革
を
実

行
す
る
こ
と
。

財
政
の
健
全
化
に
つ
い
て

　

借
金
拡
大
を
止
め
る
に
は
、
政
策
経
費
を

税
収
な
ど
で
賄
え
る
か
を
示
す
基
礎
的
財
政

収
支
を
黒
字
に
す
る
こ
と
が
欠
か
せ
な
い
。

　

２
０
２
０
年
度
末
の
国
の
債
務
残
高
は

１
，
２
１
６
兆
円
に
達
し
、
２
０
２
１
年
度

予
算
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
費
が

膨
ら
み
一
般
会
計
の
歳
出
総
額
が
過
去
最
大

の
１
０
６.
６
兆
円
と
な
り
、
２
０
２
５
年

の
基
礎
的
財
政
収
支
黒
字
化
の
目
標
は
絶
望

的
に
な
っ
た
。
内
閣
府
で
は
２
０
２
９
年
度

黒
字
化
を
見
通
し
て
い
る
が
相
変
わ
ら
ず
高

い
経
済
成
長
率
に
よ
る
税
収
増
を
前
提
と
し

て
い
る
。
政
府
は
歳
出
と
歳
入
の
両
面
を
改

革
し
な
け
れ
ば
黒
字
化
で
き
な
い
現
実
を
直

視
す
る
べ
き
で
あ
る
。

　

コ
ロ
ナ
禍
の
今
は
国
民
の
命
や
暮
ら
し
を

守
る
こ
と
が
急
務
で
財
政
出
動
を
惜
し
む
べ

き
局
面
で
は
な
い
が
、
感
染
収
束
後
に
は
財

政
の
立
て
直
し
に
正
面
か
ら
取
り
組
む
必
要

が
あ
る
。
先
送
り
を
防
ぐ
に
は
、
感
染
や
景

気
が
ど
の
よ
う
な
状
況
に
な
れ
ば
作
業
を
本

格
化
す
る
の
か
一
定
の
目
安
を
設
け
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。

　

２
０
２
０
年
度
３
次
補
正
予
算
は
緊
急
事

態
宣
言
を
前
提
に
し
て
い
な
い
た
め
、「
Ｇ

Ｏ　

Ｔ
Ｏ
」
事
業
に
１
兆
円
超
が
計
上
さ
れ

た
。
い
ま
優
先
す
る
べ
き
は
逼
迫
し
て
い
る

税
制
委
員
会

令
和
４
年
度
の
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
を
決
め
る

　

甲
府
法
人
会
お
よ
び
山
梨
県
法
人
会
連
合
会
は
「
令
和
４
年
度
税
制
改
正
に

関
す
る
提
言
」
を
協
議
す
る
た
め
の
税
制
委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

前
ペ
ー
ジ
ま
で
記
載
の
「
税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
の
回
答
と

委
員
会
か
ら
の
意
見
を
参
考
に
以
下
の
提
言
内
容
に
決
定
し
て
、
公
益
財
団
法
人

全
国
法
人
会
総
連
合
に
提
出
し
ま
し
た
。

一
般
社
団
法
人
山
梨
県
法
人
会
連
合
会

令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言

 
【
ご
回
答
い
た
だ
い
た
内
訳
】

回答数
税制委員 4
役員（税制委員を除く） 36
一般会員 272
合　計 312

回答数
4人以下 87
5 〜 19 人 137
20 〜 99 人 102
100 〜 299 人 30
300 人以上 12
合　計 368

回答数
1千万円以下 167
1 千万円超〜 5千万円以下 155
5 千万円超〜 1億円以下 26
1 億円超〜 3億円以下 4
3億円超〜 5億円以下 6
5億円超 6
合　計 364 回答数

製造業 72
建設・土木・不動産 87
卸売・小売・飲食 97
サービス 54
その他 57
合　計 367

回答数
黒字申告 228
赤字申告 107
回答保留・その他 29
合　計 364

■会員区分■従業員数 ■資本金

■主たる業種

■前事業年度の申告状況
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医
療
機
関
や
収
入
が
減
っ
た
低
所
得
者
へ
の

支
援
で
あ
る
。
現
実
と
ず
れ
た
不
要
不
急
の

事
業
を
行
う
余
裕
が
な
い
こ
と
を
自
覚
す
る

必
要
が
あ
る
。

行
政
改
革
に
つ
い
て

　

法
人
会
は
行
政
改
革
に
つ
い
て
地
方
を
含

め
た
政
府
と
議
会
は「
ま
ず
隗
よ
り
始
め
よ
」

の
精
神
に
基
づ
き
身
を
削
る
改
革
を
求
め
て

き
た
。

　

一
昨
年
の
消
費
税
増
税
に
続
き
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
な
ど
に
よ
り
、

国
民
生
活
に
過
重
な
負
担
が
か
か
っ
て
い

る
。
国
会
議
員
の
歳
費
２
割
削
減
の
延
長
は

国
民
へ
の
配
慮
と
さ
れ
た
が
、
文
書
交
通
滞

在
費
等
は
手
を
つ
け
て
い
な
く
、
こ
の
程
度

で
は
極
め
て
不
十
分
で
あ
り
、
小
手
先
の
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
。
こ

れ
を
機
に
以
下
の
施
策
に
つ
い
て
徹
底
し
た

改
革
を
断
行
す
る
こ
と
を
強
く
求
め
る
。

①
国
・
地
方
の
議
員
定
数
の
大
胆
な
削
減
、

　

歳
費
等
の
抑
制

②
厳
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
国
・
地
方

　

公
務
員
の
能
力
を
重
視
し
た
賃
金
体
系
に

　

よ
る
人
件
費
の
抑
制

③
政
党
助
成
金
の
削
減

④
特
別
会
計
と
独
立
行
政
法
人
の
無
駄
の
削

　

減
⑤
民
間
活
力
の
積
極
的
な
導
入	

社
会
保
障
制
度
に
つ
い
て

　

２
０
２
２
年
に
は
団
塊
の
世
代
が
75
歳
以

上
の
高
齢
者
に
な
り
始
め
、
社
会
保
障
給
付

費
の
急
増
が
見
込
ま
れ
る
。

　

社
会
保
障
給
付
費
は
公
費
と
保
険
料
で
賄

わ
れ
て
お
り
、
現
行
の
負
担
を
維
持
す
る
に

は
高
齢
者
に
も
能
力
に
応
じ
た
負
担
を
求
め

る
な
ど
適
正
な
負
担
を
確
保
す
る
と
と
も
に

給
付
を
「
重
点
化
・
効
率
化
」
に
よ
っ
て
抑

制
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
今
後
の
人
口

動
態
を
予
想
し
た
う
え
で
、
国
民
が
納
得
で

き
る
制
度
の
構
築
を
要
望
す
る
。

1.	
法
人
税
の
負
担
構
造
に
つ
い
て

　

近
年
の
税
制
改
正
の
中
で
、
企
業
が
国
を

選
ぶ
時
代
に
あ
っ
て
、
国
内
に
成
長
分
野
を

確
立
す
る
に
は
法
人
税
率
の
引
き
下
げ
は
避

け
て
通
れ
な
い
と
い
う
観
点
か
ら
法
人
税
率

の
引
き
下
げ
が
行
な
わ
れ
て
き
た
。

　

グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
に
お
い
て
企
業
は
国
際

競
争
力
の
確
保
が
肝
要
で
あ
り
、
必
要
以
上

に
重
い
税
負
担
を
課
す
べ
き
で
は
な
い
が
、

問
題
は
日
本
経
済
の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る
べ
き

大
企
業
の
税
負
担
が
あ
ま
り
に
も
過
少
な
こ

と
に
あ
る
。
こ
の
原
因
は
現
在
の
法
人
税
制

が
大
企
業
を
優
遇
す
る
一
方
で
、
中
小
企
業

に
は
優
遇
措
置
が
適
用
さ
れ
る
条
件
が
整
っ

て
い
な
い
た
め
に
、
法
定
税
率
に
近
い
税
率

が
当
て
は
め
ら
れ
て
い
て
、
所
得
の
大
き
い

企
業
が
多
く
負
担
す
る
と
い
う
「
応
能
負

担
」
の
原
則
を
逸
脱
し
て
い
る
。
こ
れ
は
税

制
上
の
公
平
と
言
い
が
た
く
、
国
・
地
方
の

財
源
喪
失
の
原
因
に
も
な
っ
て
い
る
。

　

コ
ロ
ナ
対
策
に
伴
う
歳
出
拡
大
に
対
し
て

米
国
や
英
国
で
は
、
法
人
税
率
の
引
き
上
げ

を
表
明
し
て
い
る
。
先
進
国
の
中
で
突
出
し

て
悪
化
し
て
い
る
日
本
の
財
政
を
健
全
化
す

る
た
め
に
企
業
の
海
外
流
出
等
を
防
ぐ
た
め

の
ル
ー
ル
作
り
を
講
じ
た
上
で
大
企
業
に
も

税
法
で
定
め
ら
れ
て
い
る
程
度
の
税
率
負
担

を
求
め
る
べ
き
で
あ
る
。

2.	

中
小
企
業
の
基
準
見
直
し
に
つ
い
て

　

大
企
業
が
減
資
し
て
中
小
企
業
に
な
る
動

き
が
相
次
い
で
い
る
。
資
本
金
が
1
億
円
以

下
の
場
合
、
税
制
上
は
中
小
企
業
扱
い
で
法

人
税
の
税
率
が
低
く
な
る
。
ま
た
、
地
方
税

の
法
人
事
業
税
を
赤
字
で
も
支
払
う
外
形
標

準
課
税
も
対
象
外
に
な
る
。
税
負
担
が
減
れ

ば
コ
ロ
ナ
禍
な
ど
で
悪
化
し
た
財
務
の
立
て

直
し
の
一
助
に
な
る
こ
と
は
理
解
で
き
る
。

　

た
だ
、
中
小
企
業
の
税
優
遇
の
目
的
は
大

企
業
に
比
べ
て
コ
ス
ト
削
減
や
資
本
調
達
が

し
づ
ら
い
な
ど
の
ハ
ン
デ
を
補
う
こ
と
に
あ

る
。
実
態
が
大
企
業
な
の
に
優
遇
さ
れ
る
の

で
あ
れ
ば
税
法
の
趣
旨
に
反
す
る
と
言
わ
ざ

る
を
え
な
い
。

　

公
平
・
中
立
と
い
う
税
の
原
則
を
逸
脱
す

る
事
態
が
生
じ
て
い
る
原
因
は
資
本
金
の
多

寡
で
中
小
企
業
か
ど
う
か
を
決
め
る
仕
組
み

に
あ
る
。
コ
ロ
ナ
禍
で
多
く
の
企
業
の
経
営

が
悪
化
す
る
な
か
、
大
企
業
の
減
資
は
今
後

も
広
が
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

２
０
１
６
年
の
会
社
法
施
行
で
資
本
金
1

円
で
も
起
業
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
資
本
金

で
大
企
業
と
中
小
企
業
を
判
断
す
る
こ
と
は

難
し
く
な
っ
て
き
て
い
る
。
公
平
性
を
確
保

す
る
た
め
に
、
売
上
高
や
従
業
員
数
等
、
事

業
規
模
の
実
態
を
よ
り
的
確
に
捉
え
ら
れ
る

基
準
に
改
め
る
べ
き
で
あ
る
。

3.	

役
員
給
与
の
損
金
算
入
に
つ
い
て

　

役
員
給
与
は
職
務
執
行
の
対
価
で
あ
り
、

恣
意
性
の
あ
る
も
の
な
ど
課
税
上
弊
害
が
あ

る
も
の
を
除
い
て
損
金
算
入
を
認
め
る
こ
と
。

　

ま
た
、
業
績
連
動
給
与
に
つ
い
て
同
族
会

社
も
一
定
の
要
件
の
も
と
に
損
金
算
入
を
認

め
る
こ
と
。

4.
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
軽
減
税
率
に

つ
い
て

　

中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
軽
減
税
率
（
所

得
金
額
年
８
０
０
万
円
以
下
の
税
率
）
15
％

は
租
税
特
別
措
置
法
に
よ
る
時
限
措
置
と

な
っ
て
い
る
の
で
本
則
化
す
る
こ
と
。ま
た
、

中
小
企
業
活
性
化
の
た
め
に
昭
和
56
年
以
来

８
０
０
万
円
以
下
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽

減
税
率
適
用
所
得
金
額
を
１
，
６
０
０
万
円

程
度
に
引
き
上
げ
る
こ
と
。

5.
中
小
企
業
の
減
価
償
却
方
法
に
つい
て

　

平
成
28
年
度
税
制
改
正
で
建
物
附
属
設
備

及
び
構
築
物
の
償
却
方
法
に
つ
い
て
定
率
法

法
人
税
関
係
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が
廃
止
さ
れ
、
定
額
法
に
変
更
さ
れ
た
。
ま

た
、
す
べ
て
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
も
定
額

法
に
一
本
化
す
べ
き
と
の
議
論
が
あ
る
。

　

し
か
し
、
車
両
や
機
械
装
置
な
ど
の
固
定

資
産
は
使
用
期
間
に
均
等
に
価
値
が
減
少
し

て
い
く
の
で
は
な
く
、
早
期
の
費
用
化
が
抑

制
さ
れ
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
は
設
備
投
資

意
欲
の
減
退
の
懸
念
が
あ
る
た
め
定
率
法
と

定
額
法
と
の
選
択
適
用
を
認
め
る
こ
と
。

6.	

中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資

産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例

に
つ
い
て

　

中
小
企
業
者
等
が
取
得
価
額
30
万
円
未
満

の
減
価
償
却
資
産
を
取
得
・
事
業
供
用
し
た

場
合
、
年
間
取
得
価
額
合
計
額
３
０
０
万
円

ま
で
は
取
得
価
額
の
全
額
を
損
金
算
入
で
き

る
と
な
っ
て
い
る
が
上
限
額
３
０
０
万
円
を

廃
止
す
る
こ
と
。
ま
た
、
適
用
期
限
は
延
長

す
る
こ
と
。

7.	

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
（
中
小

企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し
た

場
合
の
特
別
償
却
又
は
税
額
控
除

制
度
）
に
つ
い
て

　

令
和
３
年
度
税
制
改
正
で
対
象
業
種
に
不

動
産
業
、
物
品
賃
貸
業
、
商
店
街
振
興
組
合

等
が
追
加
さ
れ
た
が
、
対
象
資
産
は
限
定
さ

れ
て
い
る
う
え
新
品
の
資
産
に
限
ら
れ
て
い

て
不
十
分
で
あ
る
。
対
象
資
産
の
拡
大
と
中

古
資
産
を
含
め
る
こ
と
を
要
望
す
る
。

8.	

慶
弔
費
等
の
交
際
費
か
ら
の
除
外
に

つ
い
て

　

法
人
が
支
出
す
る
交
際
費
等
の
額
は
冗
費

を
節
約
し
て
企
業
の
自
己
資
本
を
充
実
し
、

企
業
の
体
質
強
化
を
図
る
と
い
う
政
策
的
見

地
等
か
ら
法
人
税
法
上
そ
の
全
額
又
は
一
部

の
金
額
は
損
金
不
算
入
と
な
っ
て
い
る
。
し

か
し
、
得
意
先
、
仕
入
先
等
の
慶
弔
、
禍
福

に
際
し
支
出
す
る
金
品
等
の
費
用
に
つ
い
て

は
社
会
通
念
上
必
要
で
あ
る
た
め
、
通
常
要

す
る
金
額
の
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
を
条
件
と

し
て
交
際
費
か
ら
除
外
す
べ
き
で
あ
る
。

1.	

個
人
所
得
課
税
の
見
直
し
に
つ
い
て

　

所
得
税
は
基
幹
税
と
し
て
公
平
な
負
担
を

求
め
る
必
要
性
が
あ
り
、
少
子
高
齢
化
、
人

口
減
少
に
対
応
し
た
税
制
が
肝
要
で
あ
る
。

　

特
に
年
収
１
億
円
を
超
え
る
高
額
所
得
者

に
対
す
る
税
率
の
引
き
上
げ
や
配
当
所
得
、

譲
渡
所
得
な
ど
の
資
産
性
所
得
が
適
用
さ
れ

て
い
る
分
離
課
税
の
税
率
引
き
上
げ
等
抜
本

的
な
見
直
し
を
行
い
、
所
得
再
分
配
と
い
っ

た
基
幹
税
と
し
て
の
本
来
の
機
能
を
回
復
す

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

2.	

各
種
控
除
制
度
の
見
直
し

　

所
得
税
に
関
す
る
各
種
控
除
は
、
社
会
変

化
に
対
応
す
べ
き
で
あ
る
が
、
現
行
制
度
の

中
で
給
与
所
得
控
除
、
公
的
年
金
控
除
の
引

き
下
げ
や
基
礎
控
除
の
引
き
上
げ
又
、
ひ
と

り
親
控
除
の
創
設
等
に
よ
り
複
雑
化
が
著
し

く
、事
務
負
担
な
ど
が
増
加
し
て
い
る
た
め
、

整
理
・
合
理
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

　

整
理
・
合
理
化
に
当
た
っ
て
は
、
税
制
だ

け
で
は
な
く
、
社
会
保
障
制
度
の
あ
り
方
な

ど
も
一
体
と
し
て
働
き
方
改
革
に
相
応
し
い

も
の
と
な
る
よ
う
多
角
的
な
検
討
を
求
め
る
。

3.	

年
少
扶
養
控
除
の
復
活
に
つ
い
て

　

年
少
扶
養
控
除
は
子
供
手
当
の
創
設
に
伴

い
、
２
０
１
１
年
度
に
廃
止
さ
れ
た
。
し
か

し
２
０
１
２
年
度
に
は
子
供
手
当
が
廃
止
さ

れ
、
児
童
手
当
に
改
組
さ
れ
た
。
児
童
手
当

は
、
０
歳
か
ら
中
学
校
卒
業
ま
で
の
児
童
を

養
育
し
て
い
る
者
に
支
給
さ
れ
る
が
所
得
制

限
が
あ
り
、
所
得
制
限
の
前
後
で
児
童
手
当

を
含
め
た
世
帯
収
入
の
逆
転
現
象
が
生
じ
る

問
題
も
あ
る
。
出
産
と
子
育
て
は
す
べ
て
の

世
帯
に
と
っ
て
担
税
力
が
減
殺
さ
れ
る
も
の

で
あ
り
、
子
育
て
支
援
は
実
効
性
が
あ
る
べ

き
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
児
童
手

当
の
あ
り
方
を
見
直
し
、
年
少
扶
養
控
除
を

復
活
す
べ
き
で
あ
る
。

4.	
源
泉
所
得
税
の
納
付
期
限
に
つ
い
て

　

我
が
国
の
取
引
き
の
決
済
は
殆
ど
が
月
末

に
行
わ
れ
て
お
り
、
諸
公
課
の
納
期
限
も
お

お
む
ね
月
末
と
な
っ
て
い
る
。
源
泉
徴
収
義

務
者
の
事
務
効
率
の
観
点
か
ら
納
付
期
限
を

給
与
等
の
支
払
月
の
翌
月
末
日
に
ま
た
、
納

期
特
例
適
用
者
の
納
期
限
は
１
月
末
日
と
７

月
末
日
に
改
め
る
こ
と
を
強
く
要
望
す
る
。

１
．
軽
減
税
率
制
度
の
廃
止
に
つ
い
て

　

一
昨
年
の
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上
げ

に
伴
い
、
低
所
得
者
対
策
と
し
て
軽
減
税
率

制
度
が
実
施
さ
れ
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済

の
ポ
イ
ン
ト
還
元
や
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券

の
発
行
等
に
よ
る
家
計
負
担
を
一
定
程
度
和

ら
げ
る
景
気
対
策
が
、
政
治
的
な
「
ば
ら
ま

き
」
に
よ
っ
て
増
収
分
が
吹
き
飛
ん
で
し

ま
っ
た
と
言
わ
れ
た
。

　

法
人
会
は
こ
れ
ま
で
消
費
税
の
増
税
に
つ

い
て
、
事
業
者
の
事
務
負
担
増
、
税
制
の
簡

素
化
、
税
務
執
行
コ
ス
ト
及
び
税
収
確
保
の

観
点
か
ら
、
税
率
10
％
ま
で
は
単
一
税
率
を

要
望
し
て
き
た
。
こ
の
「
ば
ら
ま
き
」
対
策

で
も
消
費
税
の
逆
進
性
は
一
向
に
解
消
さ
れ

て
い
な
い
た
め
、軽
減
税
率
制
度
を
廃
止
し
、

低
所
得
者
対
策
と
し
て
簡
素
な
給
付
措
置
の

実
施
を
要
望
す
る
。

2.	

事
業
者
免
税
点
制
度
の
廃
止
に
つ
い
て

　

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
１
，
０
０
０
万

円
以
下
の
事
業
者
は
消
費
税
の
納
税
が
免
除

さ
れ
て
い
る
。
消
費
税
は
事
業
者
、消
費
者
、

所
得
税
関
係

消
費
税
関
係
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1.	

外
形
標
準
課
税
の
課
税
ベ
ー
ス
拡
大

に
つ
い
て

　

法
人
税
減
税
に
伴
う
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大

の
中
で
外
形
標
準
課
税
も
代
替
財
源
と
し
て

リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
る
。
地
方
自
治
体

が
景
気
に
影
響
さ
れ
な
い
安
定
財
源
を
確
保

す
る
為
に
赤
字
に
苦
し
む
中
小
企
業
に
課
税

す
る
こ
と
は
徴
税
者
本
位
の
発
想
で
あ
り
容

認
で
き
な
い
。

2.	

固
定
資
産
税
の
見
直
し
に
つ
い
て

　

固
定
資
産
税
は
地
価
の
長
期
的
な
下
落
に

も
関
わ
ら
ず
負
担
感
が
高
い
と
の
声
が
多

い
。
宅
地
の
評
価
に
つ
い
て
は
、
実
勢
価
格

に
配
慮
し
た
評
価
、
居
住
用
家
屋
の
評
価
は

築
後
経
過
年
数
に
応
じ
た
評
価
方
法
に
す
る

な
ど
抜
本
的
な
見
直
し
を
要
望
す
る
。
加
え

て
地
方
都
市
の
活
性
化
に
向
け
て
、
空
き
店

舗
、
空
き
家
の
流
動
化
に
資
す
る
固
定
資
産

税
制
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

3.
土
地
の
評
価
体
制
に
つ
い
て

　

土
地
の
評
価
に
つ
い
て
現
在
は
国
土
交

通
省
、
総
務
省
、
国
税
庁
が
そ
れ
ぞ
れ
目

的
に
応
じ
て
行
っ
て
い
る
が
、
土
地
の
使

用
目
的
に
よ
り
、
恣
意
的
に
評
価
さ
れ
る

こ
と
を
防
止
し
、
ま
た
、
行
政
の
効
率
化

の
観
点
か
ら
も
評
価
体
制
を
一
元
化
す
べ

き
で
あ
る
。

続
時
に
非
課
税
と
な
れ
ば
経
済
の
活
性
化
に

つ
な
が
る
と
考
え
る
。
中
小
企
業
の
円
滑
な

事
業
承
継
を
進
め
る
た
め
に
も
、
事
業
用
資

産
の
土
地
・
建
物
及
び
非
上
場
株
の
相
続
税

を
非
課
税
と
す
る
こ
と
。

1.	

相
続
税
の
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て

　

２
０
１
３
年
の
税
制
改
正
に
よ
り
、

２
０
１
５
年
１
月
１
日
以
降
の
遺
産
に
係
る

基
礎
控
除
額
（
５
，
０
０
０
万
円
＋
１
，

０
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の
数
）が
、（
３
，

０
０
０
万
円
＋
６
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人

の
数
）
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
課
税
が
強
化
さ

れ
た
。
そ
の
結
果
、
相
続
の
課
税
対
象
割
合

は
改
正
前
の
２
倍
程
度
に
な
っ
て
い
る
。
課

税
割
合
が
高
す
ぎ
る
た
め
、
基
礎
控
除
額
を

（
４
，
０
０
０
万
円
＋
８
０
０
万
円
×
法
定

相
続
人
の
数
）に
引
き
上
げ
る
べ
き
で
あ
る
。

2.	

相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
非
課
税
枠

拡
大
等
に
つ
い
て

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
は
一
定
の
直
系
親

族
間
の
贈
与
に
認
め
ら
れ
た
特
例
と
し
て
、

２
，
５
０
０
万
円
ま
で
の
贈
与
に
は
贈
与
税

が
か
か
ら
ず
、
贈
与
財
産
の
種
類
、
金
額
、

贈
与
回
数
、
年
数
に
制
限
が
な
く
早
期
に
若

年
者
に
多
額
の
財
産
を
移
転
で
き
る
メ
リ
ッ

ト
は
あ
る
も
の
の
、
内
容
の
複
雑
さ
や
、
ど

ん
な
場
合
に
適
し
て
い
る
か
が
分
か
り
づ
ら

く
、
利
用
し
た
こ
と
か
ら
発
生
す
る
デ
メ

リ
ッ
ト
も
多
く
、
利
用
す
る
人
が
少
な
い
の

が
現
実
の
よ
う
で
あ
る
。

　

非
課
税
枠
の
拡
大
を
含
め
利
用
し
や
す
い

制
度
に
見
直
し
を
要
望
す
る
。

3
．
贈
与
税
基
礎
控
除
額
の
引
き
上
げ
に

つ
い
て

　

現
行
の
贈
与
税
の
基
礎
控
除
額
は

２
０
０
１
年
に
１
１
０
万
円
に
拡
大
さ
れ
て

以
来
低
い
水
準
に
設
定
さ
れ
た
ま
ま
で
あ

り
、
資
産
が
高
齢
者
に
偏
在
す
る
と
い
う
社

会
問
題
化
に
も
な
っ
て
い
る
。
若
年
層
へ
の

資
産
の
円
滑
な
移
転
の
促
進
に
よ
る
消
費
拡

大
に
寄
与
す
る
観
点
か
ら
も
基
礎
控
除
額
を

現
行
の
１
１
０
万
円
か
ら
２
０
０
万
円
へ
の

引
き
上
げ
を
要
望
す
る
。

印
紙
税
の
廃
止
に
つ
い
て

　

印
紙
税
は
契
約
書
や
領
収
書
な
ど
の「
紙
」

に
課
税
さ
れ
る
が
、
同
じ
内
容
で
も
メ
ー
ル

や
電
子
契
約
な
ど
デ
ジ
タ
ル
文
書
な
ら
ば
課

税
さ
れ
な
い
と
い
う
の
は
極
め
て
不
合
理
で

あ
る
。
企
業
に
膨
大
な
事
務
負
担
を
課
し
、

Ｄ
Ｘ
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
）
時
代
に
そ
ぐ
わ
な
い
た
め
、
廃
止

を
要
望
す
る
。

国
民
全
員
の
信
頼
の
上
に
成
り
立
っ
て
い
る

制
度
で
あ
る
。
益
税
等
そ
の
信
頼
性
を
損
な

う
特
例
措
置
は
廃
止
す
べ
き
で
あ
る
。

3
．
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
）
に
つ
い
て

　

本
年
10
月
か
ら
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式

（
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
）
に
係
る
登
録
事
業
者

の
申
請
が
開
始
さ
れ
、
２
０
２
３
年
10
月
か

ら
導
入
が
予
定
さ
れ
て
い
る
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
は
、
全
て
事
業
者
に
対
し
て
、
経
理
・
納

税
方
法
の
変
更
を
強
い
る
も
の
で
あ
る
と
同

時
に
免
税
事
業
者
の
発
行
し
た
請
求
書
は
仕

入
れ
税
額
控
除
の
対
象
に
な
ら
な
い
た
め
、

免
税
事
業
者
が
取
引
か
ら
排
除
さ
れ
る
お
そ

れ
が
あ
る
。

　

長
年
に
わ
た
り
、
帳
簿
お
よ
び
請
求
書
等

保
存
方
式
に
よ
り
、
所
得
課
税
と
消
費
税
の

計
算
が
一
体
的
に
計
算
で
き
る
仕
組
み
が
定

着
し
て
い
る
。
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
に

当
た
っ
て
は
、
十
分
な
期
間
を
設
け
、
廃
止

を
含
め
、
慎
重
に
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

土
地
・
建
物
及
び
未
上
場
株
の
相
続
の
非

課
税
に
つ
い
て

　

非
上
場
株
の
相
続
を
非
課
税
と
す
る
こ
と

に
よ
り
、
事
業
承
継
も
実
現
し
や
す
い
。
さ

ら
に
事
業
に
供
し
て
い
る
土
地
と
建
物
が
相

事
業
承
認
税
関
係

相
続
税
・
贈
与
税
関
係

地
方
税
関
係
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4.
償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の

廃
止
・
縮
減
に
つ
い
て

　

償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
は
、
中

小
企
業
に
も
課
税
さ
れ
る
た
め
、
中
小
企
業

の
設
備
投
資
を
阻
害
し
て
い
る
。
特
に
、
製

造
業
を
中
心
と
す
る
多
額
の
設
備
を
有
す
る

企
業
に
お
い
て
は
、
固
定
資
産
税
が
高
負
担

と
な
っ
て
お
り
、
企
業
収
益
を
圧
迫
し
、
企

業
競
争
力
に
悪
影
響
を
与
え
る
。
国
際
的
に

も
事
業
用
資
産
に
対
す
る
課
税
が
稀
で
あ
る

こ
と
か
ら
廃
止
又
は
縮
減
を
要
望
す
る
。

5.	

不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て

　

不
動
産
業
者
が
商
品
と
し
て
仕
入
れ
る
土

地
や
建
物
は
販
売
を
目
的
と
し
て
取
得
す
る

も
の
で
取
得
者
が
使
用
す
る
も
の
で
は
な

い
。
不
動
産
取
得
税
の
減
免
又
は
免
税
を
要

望
す
る
。

6.	

超
過
課
税
に
つ
い
て

①
住
民
税
の
超
過
課
税
は
主
に
法
人
が
対

象
と
さ
れ
て
お
り
、
長
期
間
に
わ
た
っ

て
課
税
を
実
施
し
て
い
る
自
治
体
も
多

く
、
課
税
の
公
平
を
欠
く
安
易
な
課
税

と
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
。
超
過
課
税
を

実
施
し
て
い
る
自
治
体
は
で
き
る
だ
け

早
く
標
準
税
率
に
戻
す
べ
き
で
あ
る
。

②
森
林
環
境
税
は
２
０
１
８
年
度
の
税
制

改
正
で
導
入
さ
れ
、
２
０
２
４
年
度
か

ら
住
民
税
に
一
律
１
，
０
０
０
円
が
上

乗
せ
さ
れ
る
。
し
か
し
、
森
林
環
境
税

は
同
じ
森
林
整
備
の
名
目
で
す
で
に
全

国
37
府
県
で
独
自
に
導
入
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
導
入
し
て
い
る
県
に
と
っ

て
は
、
２
０
２
４
年
度
以
降
は
「
二
重

課
税
」
と
な
っ
て
し
ま
う
お
そ
れ
が
あ

る
。
制
度
開
始
ま
で
に
二
重
課
税
と
な

ら
な
い
よ
う
調
整
・
対
応
が
必
要
で
あ

る
。

1.	

二
重
課
税
の
廃
止
に
つ
い
て

　

個
別
間
接
税
と
消
費
税
と
の
二
重
課
税
の

問
題
は
、
平
成
元
年
に
消
費
税
が
導
入
さ
れ

た
際
、
物
品
税
が
廃
止
さ
れ
、
自
動
車
重

量
税
と
自
動
車
取
得
税
に
つ
い
て
は
２
０
１
２

年
度
税
制
改
正
で
新
車
購
入
時
や
車
検
時

に
か
か
る
重
量
税
が
一
部
減
税
に
な
っ
た
が
、

石
油
諸
税
は
引
き
続
き
検
討
す
る
と
の
曖
昧

な
表
現
に
と
ど
ま
り
、結
論
は
先
送
り
に
な
っ

て
い
る
。
消
費
税
と
の
二
重
課
税
が
行
わ
れ

て
い
る
課
税
体
系
を
是
正
す
べ
き
で
あ
る
。

2.	

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
は
課
税
の

公
平
を
図
る
と
と
も
に
電
子
政
府
の
実
現
を

見
据
え
て
、
各
行
政
機
関
が
連
携
し
、
行
政

全
般
の
適
正
処
理
と
効
率
化
及
び
国
民
の
利

便
性
の
向
上
に
資
す
る
一
方
で
、
手
続
き
の

簡
素
化
や
個
人
情
報
の
保
護
に
十
分
配
慮
す

べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
。

　

ま
た
、
制
度
が
開
始
さ
れ
て
６
年
目
と
な

る
が
、
２
０
２
１
年
５
月
時
点
で
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
率
は
全
人
口
の
30
パ
ー

セ
ン
ト
に
到
達
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

対
策
で
実
施
し
た
定
額
給
付
金
の
申
請
目
的

や
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
事
業
で
増
え
た
も
の

の
、
２
０
２
２
年
度
ま
で
に
ほ
と
ん
ど
の
国

民
に
普
及
さ
せ
る
と
い
う
政
府
の
目
標
に
は

程
遠
い
状
況
に
あ
る
。
政
府
は
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
普
及
に
む
け
て
、
健
康
保
険
証

や
運
転
免
許
証
と
の
一
体
化
や
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
搭
載
等
、
今
後
も
様
々
な
対
策
を
実

施
す
る
と
し
て
い
る
が
、
目
標
と
す
る
「
行

政
の
効
率
化
」「
国
民
の
利
便
性
の
向
上
」

お
よ
び
「
公
平
・
公
正
な
社
会
の
実
現
」
は
、

国
民
が
実
感
で
き
る
水
準
に
は
至
っ
て
い
な

い
。
個
人
情
報
保
護
や
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
面
に

十
分
留
意
し
た
う
え
で
、
制
度
普
及
の
理
解

を
高
め
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

3
．
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ソ
フ
ト
導
入
に
関
す

る
税
制
措
置
に
つ
い
て

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
開
始
以
後
事
業
者

は
個
人
情
報
保
護
・
監
理
が
義
務
付
け
ら
れ
、

厳
重
な
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
措
置
を
余
儀
な
く
さ

れ
て
い
る
。
法
定
調
書
等
の
提
出
を
e
‐

T
a
x
で
行
う
こ
と
を
考
え
る
と
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
に
接
続
し
な
い
パ
ソ
コ
ン
で
の

管
理
で
は
対
応
で
き
な
い
た
め
、
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
ソ
フ
ト
導
入
に
関
す
る
税
制
措
置
を
要

望
す
る
。

4.
震
災
に
つ
い
て

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
む
け
て
復

興
期
間
の
後
期
に
あ
た
る
「
復
興
・
創
生
期

間
」
も
終
了
し
た
が
、
被
災
地
の
再
生
は
道

半
ば
で
あ
り
、
原
発
事
故
の
対
応
を
含
め
て

検
証
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
近
年
地
震
だ

け
で
は
な
く
想
定
を
超
え
る
よ
う
な
大
型
台

風
や
集
中
豪
雨
の
災
害
が
相
次
い
で
い
る
た

め
、
今
後
も
適
切
な
支
援
と
実
効
性
あ
る
措

置
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。

5.	

租
税
教
育
に
つ
い
て

　

税
は
国
や
地
方
が
国
民
に
供
与
す
る
サ
ー

ビ
ス
の
対
価
で
あ
り
、
国
民
全
体
で
等
し
く

負
担
す
る
義
務
が
あ
る
。

　

高
齢
者
数
が
ピ
ー
ク
と
な
る
２
０
４
０
年

度
に
は
、
政
府
の
推
計
で
医
療
や
介
護
、
年

金
な
ど
に
係
る
社
会
保
障
給
付
費
は
約

１
９
０
兆
円
に
ま
で
膨
張
す
る
と
の
試
算
が

あ
る
。

　

少
子
高
齢
化
が
進
む
現
在
に
お
い
て
、
超

高
齢
化
社
会
の
現
役
世
代
と
な
る
子
供
た
ち

が
、
税
の
意
義
や
税
が
果
た
す
役
割
に
つ
い

て
、
正
し
い
理
解
を
深
め
る
こ
と
は
極
め
て

重
要
で
あ
る
。ま
た
学
校
教
育
の
み
な
ら
ず
、

社
会
全
体
で
取
り
組
む
べ
き
も
の
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
そ
の
対
象
を
、
大
学
生
や
社
会
人

ま
で
拡
大
す
る
な
ど
国
民
全
体
で
税
に
つ
い

て
考
え
る
環
境
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

そ
の
他
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１
．
会
社
法
第
１
０
９
条
１
項
は

次
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
ま

す
。「
株
式
会
社
は
、
株
主

を
そ
の
有
す
る
株
式
の
内
容
及
び
数
に

応
じ
て
平
等
に
取
り
扱
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」。
こ
れ
を
「
株
主
平
等
の
原
則
」

と
い
い
ま
す
。
取
締
役
や
監
査
役
の
選

任
・
解
任
、
計
算
書
類
の
承
認
、
配
当

金
の
決
議
、
役
員
に
対
す
る
退
職
金
の

支
給
等
、
会
社
に
と
っ
て
重
要
な
意
思

決
定
は
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
定

め
ま
す
が
、
そ
の
決
議
は
原
則
と
し
て

１
株
１
個
の
議
決
権
と
し
て
そ
の
多
数

決
で
決
議
し
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
発

行
済
み
株
式
の
過
半
数
を
有
し
て
い
る

者
が
会
社
の
経
営
権
を
有
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
説
明
す
る
ま

で
も
な
い
と
思
い
ま
す
。
以
上
が
株
式

会
社
に
お
け
る
経
営
権
の
所
在
に
つ
い

て
の
大
原
則
で
す
。

２
．
と
こ
ろ
が
同
じ
く
会
社
法
１
０
９
条
２
項

は
次
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
ま
す
。「
前

項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
公
開
会
社

で
な
い
株
式
会
社
は
、
剰
余
金
の
配
当

を
受
け
る
権
利
、
残
余
財
産
の
分
配
を

受
け
る
権
利
、
株
主
総
会
に
お
け
る
議

決
権
に
つ
い
て
、
株
主
ご
と
に
異
な
る

取
り
扱
い
を
行
う
旨
を
定
款
で
定
め
る

こ
と
が
で
き
る
」。
こ
こ
で
い
う
公
開
会

社
で
な
い
株
式
会
社
と
は
、
株
式
の
譲

渡
に
つ
い
て
取
締
役
会
等
の
承
認
決
議

を
要
す
る
と
定
款
で
規
定
さ
れ
て
い
る

会
社
で
す
。
こ
の
規
定
は
会
社
の
登
記

簿
に
記
載
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま

す
。
大
多
数
の
会
社
が
こ
の
規
定
を
有

し
て
い
る
公
開
会
社
で
な
い
株
式
会
社

で
す
。
し
た
が
っ
て
、
ほ
と
ん
ど
の
会

社
で
株
主
ご
と
に
前
記
の
３
つ
の
事
項

を
定
款
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

３
．
重
要
な
株
主
総
会
に
お
け
る
議
決
権
に
つ

い
て
考
え
て
み
ま
す
と
、
次
の
よ
う
な

定
款
の
定
め
が
で
き
ま
す
。「
甲
は
、
１

株
１
０
０
議
決
権
、
乙
は
１
株
１
議
決

権
と
す
る
」
と
か
「
乙
の
議
決
権
を
10

分
の
１
に
縮
減
す
る
」
な
ど
で
す
。
そ

う
す
る
と
甲
は
発
行
済
み
株
式
の
２
％

を
有
し
て
い
れ
ば
議
決
権
に
つ
い
て
は

67
％
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
な
り
、
甲

は
後
継
者
に
98
％
の
株
式
を
譲
渡
し
て

も
経
営
権
は
失
わ
な
い
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　
　
　

こ
の
よ
う
な
株
式
の
こ
と
を
「
属
人
的

株
式
」
と
い
い
ま
す
。

　
　
　

属
人
的
株
式
は
定
款
変
更
の
手
続
き

に
よ
り
そ
の
効
力
を
生
じ
ま
す
。
こ
の

よ
う
な
株
主
平
等
の
原
則
の
例
外
を
認

め
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
こ
の
定
款
変

更
の
た
め
の
株
主
総
会
の
決
議
は
、
総

株
主
の
半
数
以
上
（
頭
数
）
で
あ
っ
て
、

総
株
主
の
議
決
権
の
４
分
の
３
以
上
（
議

決
権
の
個
数
）
に
当
た
る
多
数
の
特
殊

決
議
を
も
っ
て
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

し
か
し
、
属
人
的
株
式
は
定
款
記
載
事

項
で
あ
り
ま
す
が
、
会
社
の
登
記
事
項

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
、
定

款
を
見
な
け
れ
ば
属
人
的
株
式
の
発
行

会
社
か
否
か
は
わ
か
り
ま
せ
ん
。

４
．
こ
の
よ
う
な
属
人
的
株
式
は
、
新
た
に
新

株
を
発
行
す
る
必
要
は
な
く
既
発
行
株

株
主
平
等
の
原
則
と

　
　
　
　
　
　
属
人
的
株
式

古
屋
法
律
会
計
事
務
所

弁
護
士　

 

古
屋　

俊
仁

法 律 相 談
　

当
社
は
、
株
式
の
譲
渡
に
つ
い
て
取
締
役
会
の
承
認
を
要
す
る
と
定
款
に

規
定
さ
れ
て
い
る
い
わ
ゆ
る
「
非
公
開
会
社
」
で
す
。
株
主
は
、
創
業
者
で

あ
る
甲
が
発
行
済
み
株
式
の
60
％
を
所
有
し
、
残
り
の
40
％
を
甲
の
長
男
乙

が
所
有
し
て
い
ま
す
。
甲
は
乙
を
後
継
者
と
し
て
以
前
か
ら
徐
々
に
甲
名
義
の
株
式
を
乙

に
譲
渡
し
て
き
ま
し
た
。
当
社
で
は
株
価
対
策
を
し
、
今
期
末
の
株
価
は
相
続
税
評
価
額

で
相
当
低
い
価
額
に
な
り
ま
し
た 

。
そ
こ
で
甲
所
有
の
60
％
の
株
式
の
う
ち
相
当
部
分
を

思
い
切
っ
て
乙
に
譲
渡
し
よ
う
と
考
え
ま
し
た
が
、
乙
の
株
式
保
有
率
が
過
半
数
に
な
る

と
甲
の
経
営
権
に
支
障
が
生
じ
て
も
困
る
と
の
心
配
が
出
て
き
ま
し
た
。
甲
は
財
産
は
後

継
者
に
渡
し
て
い
い
が
、
甲
も
ま
だ
元
気
な
の
で
当
社
の
経
営
は
続
け
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。
何
か
よ
い
対
策
は
あ
り
ま
す
か
。
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式
に
つ
い
て
、
こ
の
定
め
を
す
れ
ば
よ

い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
極
め
て
便

利
な
方
法
で
す
。
し
か
し
こ
の
方
法
に

よ
り
属
人
的
株
式
の
発
生
を
さ
せ
た
場

合
、
税
務
上
、
議
決
権
数
の
少
な
く
な
っ

た
者
か
ら
議
決
権
が
多
く
な
っ
た
者
へ

の
贈
与
税
の
問
題
が
発
生
す
る
の
で
は

な
い
か
心
配
に
な
り
ま
す
。
と
い
う
の

は
、
株
式
の
評
価
に
つ
い
て
議
決
権
の

多
く
な
っ
た
株
式
の
価
額
は
高
く
な
り
、

議
決
権
の
少
な
く
な
っ
た
株
式
の
価
額

は
低
く
な
る
の
で
は
な
い
か
、
そ
の
結

果
、
株
価
が
低
く
な
っ
た
者
か
ら
株
価

が
高
く
な
っ
た
者
へ
の
贈
与
が
あ
っ
た

も
の
と
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い

う
心
配
で
あ
り
ま
す
。

　
　
　

し
か
し
、
現
行
の
税
法
の
実
務
で
は
こ

の
心
配
は
不
要
で
す
。
定
款
変
更
時
の

贈
与
税
の
問
題
も
、
ま
た
、
株
式
の
評

価
の
変
更
も
な
く
、
甲
、
乙
の
有
す
る

株
式
は
属
人
的
定
め
の
な
い
普
通
株
式

と
し
て
評
価
さ
れ
る
と
い
う
の
が
現
行

の
税
法
の
評
価
方
式
で
す
。            　

　

こ
の
属
人
的
株
式
は
、
そ
の
株
式
と

そ
の
所
有
者
と
が
結
び
つ
い
た
株
式
で

す
か
ら
、
そ
の
株
式
が
譲
渡
さ
れ
た
り

相
続
に
よ
り
移
転
し
た
り
す
る
と
属
人

的
株
式
の
定
め
の
効
力
は
消
滅
し
、
普

通
の
株
式
に
変
わ
り
ま
す
し
、
こ
の
定

款
の
定
め
を
変
更
す
る
こ
と
も
で
き
る

こ
と
か
ら
、
税
務
上
は
こ
の
よ
う
に
解

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　
　

以
上
の
通
り
で
す
の
で
、
後
継
者
や
子

供
に
財
産
権
で
あ
る
株
式
を
大
部
分
譲

渡
し
て
も
、
こ
の
規
定
に
基
づ
き
創
業

者
等
が
引
き
続
き
会
社
の
経
営
権
を
保

持
し
な
が
ら
会
社
を
運
営
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

５
．
こ
の
規
定
は
、
平
成
17
年
会
社
法
制
定
の

際
、
旧
有
限
会
社
法
で
認
め
ら
れ
て
い

た
属
人
的
出
資
金
の
取
り
扱
い
が
、
公

開
会
社
で
な
い
株
式
会
社
に
引
き
継
が

れ
た
も
の
で
す
。
こ
の
規
定
が
前
記
の

ご
と
く
極
め
て
使
い
勝
手
が
よ
い
も
の

で
す
の
で
す
の
で
、
い
ろ
い
ろ
の
使
い

方
が
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
あ
ら
ゆ
る
場

合
に
有
効
か
と
い
う
と
、
そ
う
と
も
言

い
得
ま
せ
ん
。

　
　
　

東
京
地
裁
立
川
支
部
平
成
25
年
９
月

25
日
判
決
で
は
、
敵
対
的
株
主
の
有
す

る
株
式
に
つ
い
て
議
決
権
を
１
０
０
分

の
１
に
縮
減
す
る
定
款
変
更
を
し
た
事

案
で
す
が
、「
差
別
的
取
り
扱
い
が
合
理

的
理
由
に
基
づ
か
ず
、
そ
の
目
的
に
お

い
て
正
当
性
を
欠
い
て
い
る
場
合
や
、

特
定
の
株
主
の
基
本
的
な
権
利
を
実
質

的
に
奪
う
も
の
で
あ
る
な
ど
、
当
該
株

主
に
対
す
る
差
別
的
取
り
扱
い
が
手
段

の
必
要
性
や
相
当
性
を
欠
く
よ
う
な
場

合
に
は
、
そ
の
よ
う
な
定
款
変
更
を
す

る
旨
の
決
議
は
、
株
主
平
等
の
原
則
の

趣
旨
に
違
反
す
る
も
の
と
し
て
無
効
と

い
う
べ
き
で
あ
る
」
と
し
ま
し
た
。
注

意
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
事
業

承
継
に
お
い
て
株
式
の
大
半
を
後
継
者

に
譲
渡
し
た
上
で
、
先
代
経
営
者
の
有

す
る
株
式
に
つ
い
て
、「
議
決
権
を
○
○

個
と
す
る
」
な
ど
と
し
て
先
代
経
営
者

が
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る
状
態
に

す
る
こ
と
な
ど
は
合
理
的
理
由
が
あ
り
、

そ
の
目
的
に
お
い
て
正
当
性
を
有
し
て

い
る
と
判
断
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

６
．
以
上
説
明
し
た
「
属
人
的
株
式
」
を
上

手
に
使
い
事
業
承
継
を
考
え
る
の
も
有

効
な
方
法
で
あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
の
で
、

今
回
の
頭
書
の
質
問
に
つ
い
て
こ
の
「
属

人
的
株
式
」
を
紹
介
す
る
こ
と
に
し
ま

し
た
。
な
お
、
前
記
の
と
お
り
の
判
例

も
あ
り
ま
す
の
で
、
属
人
的
株
式
の
導

入
の
た
め
の
定
款
変
更
が
無
効
と
さ
れ

な
い
よ
う
に
、
ま
た
、
前
記
の
税
法
上

の
取
扱
い
に
つ
い
て
も
変
更
さ
れ
る
可

能
性
も
あ
り
得
ま
す
の
で
、
専
門
家
と

相
談
し
な
が
ら
進
め
る
こ
と
を
お
勧
め

し
ま
す
。

Quiz 1 パズル・熟語づくり
矢印の方向に２文字の熟語が出来るように、Ａ・Ｂにあてはまる
漢字を書きましょう。

＜例題＞矢印の方向に２文字の
　　　　熟語が出来るように、
　　　　にあてはまる漢字を
　　　　書きましょう。

　　　　【答え】法

【答え】Ａ…会、Ｂ…話



─ 19 ─

　

令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
、適
格
請
求
書
等
保
存
方
式

（
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
）の
導
入
に
よ
り
、区
分
記
載
請
求
書
に

代
え
て「
適
格
請
求
書
」と
帳
簿
の
保
存
が
仕
入
税
額
控
除

の
要
件
と
な
り
ま
す
。

　

そ
し
て
い
よ
い
よ
本
年
10
月
か
ら
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
の
登
録
申
請
が
始
ま
り
ま
す
。

　

今
回
は
、イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
た
場
合
に
生
じ

る
影
響（
事
業
者
が
こ
う
む
る
可
能
性
の
あ
る
不
利
益
）に

つ
い
て
説
明
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

１　

現
行
制
度
と
適
格
請
求
書
保
存
方
式

　
　
（
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
）導
入
後
の
変
更
点

　

現
行
の
消
費
税
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
は「
区
分
記
載
請

求
書
保
存
方
式
」で
あ
り
、軽
減
税
率
の
適
用
対
象
と
な
る

商
品
の
仕
入
れ
か
そ
れ
以
外
の
仕
入
れ
か
の
区
分
を
明
確

に
す
る
た
め
の
記
載
事
項
を
追
加
し
た
帳
簿
及
び
請
求
書

等
の
保
存
を
要
件
と
す
る
方
式
で
す
。

　

令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
は「
適
格
請
求
書
保
存
方
式
」

と
な
り
、【
図
１
】の
と
お
り
区
分
記
載
請
求
書
に「
①
登
録

番
号
」「
②
適
用
税
率
」「
③
消
費
税
額
」を
追
加
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

　

仕
入
税
額
控
除
を
受
け

る
た
め
に
は
こ
の
適
格
請

求
書
を
取
引
先
か
ら
発
行

し
て
も
ら
う
必
要
が
あ
り

ま
す
が
、こ
の
適
格
請
求
書

は
す
べ
て
の
事
業
者
が
発

行
で
き
る
わ
け
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。

　

適
格
請
求
書
を
発
行
す

る
た
め
に
は
、「
消
費
税
の

課
税
事
業
者
」で
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

２　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
よ
り
起
こ
り
う
る

　
　

問
題
点（
事
業
者
が
こ
う
む
る
可
能
性
の
あ
る
不
利
益
）

　

⑴　

売
上
一
千
万
円
以
下
の
免
税
事
業
者
へ
の
影
響

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
で
最
も
問
題
と
な
る
の
が
、適

格
請
求
書
を
発
行
で
き
な
い
事
業
者
か
ら
の
仕
入
れ
は「
仕

入
税
額
控
除
」が
で
き
な
い
、と
い
う
点
で
す
。

　

年
間
の
売
上
高
が
一
千
万
円
未
満
の
事
業
者
は
消
費
税

の
免
税
事
業
者
と
な
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
く
、現
状
の
ま

ま
だ
と
適
格
請
求
書
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

し
た
が
っ
て
、取
引
先
は
仕
入
税
額
控
除
を
受
け
る
た
め

に
、免
税
事
業
者
と
の
取
引
を
断
っ
て
、課
税
事
業
者
と
取

引
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

免
税
事
業
者
が
今
ま
で
ど
お
り
取
引
を
続
け
た
い
の
で

あ
れ
ば「
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
」を
税
務
署
に
届
け

出
し
て
課
税
事
業
者
に
な
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

⑵　

免
税
事
業
者
が
取
引
先
に
い
る
と
税
負
担
が
増
加

　

課
税
事
業
者
が
免
税
事
業
者
と
取
引
を
し
た
場
合
、適
格

請
求
書
を
発
行
し
て
も
ら
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
、仕

入
税
額
控
除
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。課
税
事
業

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
後
の

　
　
　
　 

変
更
点
と
問
題
点

東
京
地
方
税
理
士
会
　
甲
府
支
部

税
理
士　

 

本
川　

修
一

税 務 相 談

（財務省資料） 

【図１】
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者
自
ら
が
支
払
っ
た
分
の
消
費
税
相
当
額
を
負
担
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
く
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
後
す
ぐ
に
仕
入
税
額
控

除
が
で
き
な
く
な
る
わ
け
で
は
な
く
、【
図
２
】の
と
お
り
、

６
年
間
の
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、こ
の
経
過
措
置
に
よ
る
仕
入
税
額
控
除
の
適
用
に

当
た
っ
て
は
、免
税
事
業
者
等
か
ら
受
領
す
る
区
分
記
載
請

求
書
等
と
同
様
の
事
項
が
記
載
さ
れ
た
請
求
書
等
の
保
存

と
こ
の
経
過
措
置
の
適
用
を
受
け
る
旨（
80
％
控
除
・
50
％

控
除
の
特
例
を
受
け
る
課
税
仕
入
れ
で
あ
る
旨
）を
記
載
し

た
帳
簿
の
保
存
が
必
要
で
す
。

３　

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
に
な
る
た
め
の
手
続
き

　

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
た
め
に
は
、税
務
署
長

に「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
申
請
書
」（
登
録
申
請

書
）を
提
出
し
、登
録
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

免
税
事
業
者
が
登
録
を
受
け
る
た
め
に
は
、登
録
申
請
書

に
加
え
て「
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
」を
提
出
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
当
初（
令
和
５
年
10
月
１
日
）か

ら
登
録
を
受
け
る
た
め
に
は
、原
則
と
し
て
、令
和
３
年
10

月
１
日
か
ら
令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で
に
登
録
申
請
書
を

提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。な
お
、登
録
申
請
書
は
e
‐

Ｔ
a
x
で
も
提
出
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

４　

ま
と
め

　

課
税
事
業
者
に
お
い
て
は
、イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ

れ
る
と
免
税
事
業
者
と
の
取
引
が
消
費
税
負
担
の
大
き
な

問
題
と
な
っ
て
き
ま
す
。今
の
う
ち
に
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の

趣
旨
を
取
引
先
と
十
分
に
話
し
合
い
、免
税
事
業
者
に
は
課

税
事
業
者
に
な
っ
て
も
ら
う
、も
し
く
は
取
引
先
を
課
税
事

業
者
に
変
更
す
る
な
ど
の
対
応
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【インボイス制度実施にあたっての経過措置】 

（国税庁資料より） 

Quiz 2 7 つの間違い探し
左の絵と右の絵には相違点が７か所あります。
見つかりますかな？

【答え】①山の上の塔（左上）　②目線（中上）　③扇子の長さ（右上）　④鐘の紋（右上）　⑤小坊主の頭（左）　⑥帯柄（中央）　⑦ヘビ（右）

『京鹿子娘道成寺』

【図２】
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印紙税
クレカで支払いを受けた際の領収書に印紙はいる？

印紙税独特の取り扱いを理解して
「無駄な印紙」を貼らないようにしましょう！

「領収書 A・B について印紙を貼る必要はありますか？」

「A は不要。B は貼る必要があります。」

Q

A

領収書

A B

￥10 0 , 0 0 0 .－

㊞

けんた

上記正に受領いたしました

甲府市・・・
○○宝飾株式会社

支払方法

クレジットカード

領収書
様

￥10 0 , 0 0 0 .－

㊞

けんた

上記正に受領いたしました

甲府市・・・
○○宝飾株式会社

支払方法

　クレジットカードで支払いを受けた際の領収書には印紙がいらない。
と理解している方が多いと思います。しかし、これは正しくありません。

　印紙税は文書課税といって、その文書に書かれている内容で印紙がいるかどうかを判
断することになります。

　なので、領収書にクレジットカードによる支払いであることが書かれてい
ないと、課税文書として取り扱われてしまいます。

　領収書 A・B の違いは、支払方法の記載があるかないかだけ。ただそれだけです。

※支払方法がチェックボックスになっている場合には、クレジットカードに ☑ を入れる
ことで支払方法の記載がされていることになりますので、チェックもれのないように
注意してください。

　領収書の記載は、従業員によってまちまちなことがよくあります。
　また、領収書そのものの様式が部署等によって異なることもあります。
　領収書発行の際のマニュアル等について確認し、会社として領収書の支払方法
の記載の仕方についてしっかりとルールを決めましょう！！
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源泉所得税
そのマイカー通勤手当も給与です

来月に工場を北杜市に移転するから、すべての従業員にマイカー通勤手当
として月額 20,000 円を支給することにしたいんだけど、どうかな～？

じゃあ「通勤手当」っていう名前を変えて、「ガソリン手当」にしようかな！
これならいくら払っても大丈夫だよね！？

さすがに税務署も見逃してくれマイカー！！

えっ！  通勤手当として支払っても給与になるの！？
それって何か決まりがあるの？

皆さんの通勤距離も長くなることですし、良いことだと思います。
ただ、マイカー通勤している従業員に「通勤手当」としてお金を支払っ
た場合、自宅から会社までの距離によっては、給与として取り扱う必
要がありますよ！

社長なに言ってるんですか！

たとえ名前を変えたとしても、実際に通勤手当として
お金を払っていれば、限度額を超えた部分は税務署か
ら給与として判断されますよ！

通勤手当は距離によって限度額があって、それを超える部分の金額に
ついては給与となります。
例えば、片道の通勤距離が 20 キロメートルの人に毎月 20,000 円を
支給した場合は、7,100 円を給与として取り扱わなければなりません。

15km 以上 25km 未満 法律で支給限度額が
12,900 円と決まっています。

社　長

社　長

社　長

社　長

経　理
担当者

経　理
担当者

経　理
担当者

➡

？
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納税が困難な方に対する県税の猶予制度

山梨県からのお知らせ

新型コロナウイルス感染症の影響等により財産に相当な損失が生じた場合
や、事業を廃止又は休止した場合等であって、県税を一時に納付すること
ができないと認められるときは、猶予制度がありますので、山梨県総合県
税事務所　滞納整理部にご相談ください。

（徴収の猶予：地方税法第 15 条、換価の猶予：地方税法第 15 条の５，６）

　主な県税：個人又は法人の事業税、不動産取得税、自動車税　など

次のようなケースに該当する場合
　●　財産が災害や盗難にあった場合
　●　ご本人又はご家族が病気にかかった場合
　●　事業を廃止し、又は休止した場合
　●　事業に著しい損失を受けた場合

次のいずれにもあてはまる場合
　●　県税を一時に納付することにより、事業の継続を困難にする
　　　おそれがある場合
　●　納税について誠実な意思を有していると認められる場合

個人住民税、固定資産税、国保税（料）等については、各市町村窓口にご相談ください。

詳しくは　山梨県ホームページ

●相談窓口　山梨県総合県税事務所　滞納整理部　055-261-9120
　　　　　　E-mail : kenzei-cb@pref.yamanashi.lg.jp

※猶予を受けようとする金額が 100 万円を超える場合には、担保提供が必要となる場合があります。

徴収の猶予

換価の猶予

検 索山梨県　徴収猶予
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山梨県からのお知らせ

オフィスや自宅で楽々！ ダイレクト納付

県税の納付は エルタックスが便利！
地方税共同機構が運営する eLTAX（エルタックス）を利用すれば、
電子申告に連動して電子納税までワンストップで手続きできます。
県税の納付を、窓口に出向くことなく、自宅やオフィス、税理士事
務所等のパソコンから行うことができます。

①事前に登録した金融機関口座を指定して、県税を直接納付（ダイレクト納付）するこ
とができます。納付日を指定して納付することができます。手数料はかかりません。

②金融機関などの混み合う窓口に出向くことなく、複数の地方団体へ一括で電子納　　
税でき、事務負担の軽減につながります。特に、毎月の特別徴収に係る個人住民税の
納付に便利です。

詳しくはホームページをご覧ください。

  eLTAX ホームページ　https://www.eltax.lta.go.jp

eLTAX 紹介動画　「簡単便利な電子申告・電子納税」

給与支払報告書の電子的提出の一元化（概要編）

①法人県民税　　
②法人事業税　　
③地方法人特別税・特別法人事業税　
④個人住民税（特別徴収分、退職所得分）

※個人住民税（特別徴収分）は毎月の納
付となりますので、より便利です。

〇これら以外にも給与支払報告書・源泉
徴収票を一括して eLTAX で送信する
ことができます。

山梨県総務部税務課
TEL: ０５５－２２３－１３８６

どこが簡単・便利ですか？

eLTAX について更に詳しい情報は

電子納税できる県税の種類
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東
日
本
大
震
災
か
ら
10
年
が
経
っ
た
が
、

貴
社
の
防
災
対
策
は
進
展
し
て
い
る
だ
ろ
う

か
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流
行

が
長
期
化
す
る
中
で
、
地
震
、
台
風
、
豪
雨

な
ど
の
自
然
災
害
に
見
舞
わ
れ
る
「
複
合
災

害
」
の
リ
ス
ク
が
高
ま
っ
て
い
る
。
本
社
工

場
な
ど
拠
点
が
限
ら
れ
る
中
小
企
業
で
は
、

事
業
継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
の
策
定
な
ど
事

前
の
備
え
が
存
続
を
左
右
す
る
。
従
業
員
の

安
全
を
守
る
と
こ
ろ
か
ら
対
策
に
着
手
し
た

い
。

　

間
も
な
く
本
格
的
な
台
風
シ
ー
ズ
ン
に
突

入
す
る
。
２
０
１
９
年
10
月
に
発
生
し
た
令

和
元
年
東
日
本
台
風
（
台
風
19
号
）
は
、
静

岡
県
や
新
潟
県
、
関
東
甲
信
・
東
北
地
方
な

ど
広
域
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
。
24

時
間
の
降
水
量
は
103
地
点
で
観
測
史
上
最
高

と
な
る
な
ど
記
録
的
な
大
雨
と
な
っ
た
。

　

中
央
防
災
会
議
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の

報
告
に
よ
る
と
、
台
風
19
号
に
よ
り
屋
外
で

亡
く
な
っ
た
50
人
の
う
ち「
仕
事
中
」「
通
勤
・

帰
宅
中
」
の
被
災
が
３
割
弱
含
ま
れ
る
。
企

業
は
率
先
し
て
従
業
員
の
安
全
確
保
に
取
り

組
む
必
要
が
あ
ろ
う
。

　

内
閣
府
は
今
年
４
月
、
企
業
の
事
業
継
続

能
力
向
上
の
た
め
の
基
本
的
な
考
え
方
を
ま

と
め
た
「
事
業
継
続
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
改

定
し
た
。気
候
変
動
に
伴
う
風
水
害
の
激
甚
・

頻
発
化
と
い
う
近
年
の
災
害
特
性
を
踏
ま

え
、
従
業
員
の
安
全
確
保
に
よ
り
注
力
す
る

よ
う
求
め
て
い
る
。

　

具
体
的
に
は
、
台
風
や
豪
雨
で
公
共
交
通

機
関
が
計
画
運
休
と
な
る
な
ど
出
勤
や
退
勤

が
困
難
に
な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
場
合

は
、
計
画
休
業
や
テ
レ
ワ
ー
ク
の
実
施
、
特

別
休
暇
の
取
得
な
ど
に
よ
り
、
危
機
が
去
る

ま
で
従
業
員
を
待
機
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
と

し
て
い
る
。

　

天
候
が
悪
化
す
る
中
で
従
業
員
を
帰
宅
さ

せ
る
場
合
は
、
特
段
の
注
意
を
払
う
必
要
が

あ
る
。
50
人
の
半
数
以
上
は
車
で
移
動
中
に

亡
く
な
り
、
そ
の
８
割
強
は
水
害
に
よ
る
も

の
だ
。
立
体
交
差
の
ア
ン
ダ
ー
パ
ス
が
冠
水

し
、
車
ご
と
深
み
に
は
ま
る
痛
ま
し
い
ケ
ー

ス
も
少
な
く
な
か
っ
た
。

　

設
備
管
理
な
ど
で
出
社
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
従
業
員
は
、
工
場
が
高
台
な
ど
に
あ
り

安
全
を
確
保
で
き
る
な
ら
、
職
場
に
留
ま
る

こ
と
も
有
効
な
選
択
肢
に
な
る
。
台
風
な
ど

の
進
行
型
災
害
で
は
準
備
の
時
間
が
あ
る
。

自
社
へ
の
影
響
が
最
大
化
す
る
と
み
ら
れ
る

時
刻
か
ら
逆
算
し
、
早
め
に
避
難
体
制
を
整

え
て
お
く
。
こ
う
し
た
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
防
災

の
視
点
に
立
ち
、
従
業
員
の
生
命
を
守
る
こ

と
か
ら
自
然
災
害
に
強
い
組
織
づ
く
り
を
進

め
た
い
。

　

産
業
廃
棄
物
処
理
業
の
鈴
木
工
業
（
仙
台

市
若
林
区
）
は
、
東
日
本
大
震
災
で
５
メ
ー

ト
ル
を
超
す
津
波
に
よ
り
処
理
施
設
の
機
能

を
喪
失
し
た
が
、
平
時
か
ら
積
み
重
ね
て
き

た
訓
練
が
生
き
た
。
従
業
員
が
す
ぐ
に
大
型

発
電
機
を
手
配
し
ピ
ン
チ
を
し
の
げ
た
。
焼

却
炉
を
稼
働
さ
せ
る
に
は
撹
拌
や
送
風
に
電

力
が
要
る
。
イ
ン
フ
ラ
の
復
旧
は
当
面
難
し

い
と
読
ん
だ
。

　

各
調
査
機
関
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
と
、

東
日
本
大
震
災
以
降
、
中
小
企
業
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ

策
定
率
は
漸
増
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
全
体

の
２
割
に
満
た
な
い
。
鈴
木
工
業
の
鈴
木
伸

彌
社
長
は
「
で
き
る
と
こ
ろ
か
ら
始
め
て
ほ

し
い
。
費
用
を
か
け
ら
れ
な
い
中
小
企
業
で

は
、
従
業
員
の
防
災
意
識
を
高
め
る
な
ど
ソ

フ
ト
面
の
対
策
が
肝
に
な
る
」
と
話
す
。

　

従
業
員
の
個
別
事
情
を
考
慮
の
う
え
、
一

枚
紙
に
各
人
の
初
動
対
応
を
ま
と
め
て
社
内

共
有
し
、
い
ざ
と
い
う
時
に
遅
滞
な
く
発
動

で
き
る
よ
う
に
し
て
お
く
だ
け
で
効
果
が
あ

る
。
鈴
木
工
業
で
は
安
否
確
認
を
迅
速
に
行

え
る
よ
う
、
従
業
員
が
社
内
の
緊
急
連
絡
先

や
家
族
の
電
話
番
号
を
記
し
た
防
災
カ
ー
ド

を
携
帯
し
て
い
る
。
ア
ナ
ロ
グ
的
な
手
法
も

活
用
し
、
堤
防
よ
り
心
の
壁
を
高
く
し
て
お

き
た
い
。

【
筆
者
紹
介
】
岡
田
直
樹
（
お
か
だ
・
な
お
き
）

　

１
９
８
４
年
、
日
刊
工
業
新
聞
社
入
社
。

記
者
と
し
て
、
金
融
・
電
機
・
情
報
通
信
な

ど
の
産
業
界
、
総
務
省
・
経
済
産
業
省
・
内

閣
府
な
ど
の
官
庁
を
担
当
。
論
説
委
員
、
論

説
委
員
長
、
日
刊
工
業
産
業
研
究
所
長
を
経

て
、
特
別
論
説
委
員
。
埼
玉
県
出
身
。

日
刊
工
業
新
聞
社

　
激
甚
化
す
る
自
然
災
害
か
ら

　
　
　
　
　
　
　
従
業
員
を
守
れ

                   

岡
田
直
樹
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発
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公
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社
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甲
府
法
人
会

　
　
　
　

広
報
委
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輿
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順
彦

　
　
　
　

甲
府
市
中
央
４
丁
目
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番
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号

　
　
　
　

Ｔ
E
Ｌ  

０
５
５

−

２
３
７

−

７
７
７
４

印
刷
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株
式
会
社
サ
ン
ニ
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印
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発
行
日　

令
和
３
年
８
月
26
日

新 入 会 員 紹 介 （令和 3 年４月～ 8 月） （順不同・敬称略）

研
修
会
等
の
予
定

株式会社　ペルソナブルワリー 	
代 表 者	　高橋　添	
住　　所	　甲府市朝日 2－ 18－ 4
	 　TEL 055-244-6308　　

森一工業 	
代 表 者	　森　保男
業　　種	　足場工事業	
住　　所	　韮崎市上ノ山１０２５　　

山梨交通ホールディングス合同会社 	
代 表 者	　雨宮　正英
業　　種	　証券・商品取引業	
住　　所	　甲府市飯田 3－ 2－ 34
	 　TEL 055-223-0811　　FAX 055-228-8760
U　R　L	 　http://yamanashikotsu.co.jp

株式会社 八馬キャスティング 	
代 表 者	　李　康満
業　　種	　貴金属加工・販売	
住　　所	　甲府市住吉 2－ 5－ 6
	 　TEL･FAX 055-267-6013
メールアドレス	 NNWN2121@gmail.com

有限会社 ナカヤマ住設
代 表 者	　中山　美紀	
住　　所	　北杜市武川町三吹２１８３−２
	 　TEL 0551-26-2825　　FAX 0551-45-6240

シリトリ ヴェニ ジェムス 株式会社
代 表 者	　ジェイン　ラケシ　クマール	
住　　所	　甲府市青沼 3－ 8－ 14
	 　TEL 055-222-2353　　FAX 055-222-2352

有限会社 イン ･ デコ ･ ストック
代 表 者	　中山　美紀	
住　　所	　北杜市武川町三吹２１８３−２
	 　TEL 0551-26-3300　　FAX 0551-45-6240 

株式会社 Foresters Vil lage
代 表 者	　鷹野　好男	
住　　所	　北杜市武川町柳澤３８０２
	 　TEL 0544-52-1500　　FAX 0544-52-1510

株式会社 エフエム甲府
代 表 者	　古屋　忠彦
業　　種	　情報通信業	
住　　所	　甲府市酒折 2− 4− 5　山梨学院大学内
	 　TEL 055-225-1171 　FAX  055-225-1190
メールアドレス	 fm-staff@fm-kofu.co.jp
U　R　L　  http://www.fm-kofu.co.jp 

一般社団法人 山梨県環境管理協会
代 表 者	　金丸　三郎
業　　種	　サービス業	
住　　所	　甲府市堀之内町４５−１
	 　TEL 055-234-5415 　FAX  055-234-5425
メールアドレス	 info@eco-action21-yamanashi.jp
U　R　L　  http://www.eco-action21-yamanashi.jp 

山梨ホームエンジニアリング 株式会社
代 表 者	　藤森　正秀
業　　種	　建設業	
住　　所	　甲府市上町１０４６−１
	 　TEL 055-267-6658 　FAX  055-267-6659
メールアドレス	 info@yhe.co.jp
U　R　L　  https://yhe.co.jp 

株式会社 小池組
代 表 者	　小池　勲
業　　種	　伐採	
住　　所	　北杜市武川町柳沢８０３
	 　TEL 0551-26-2680 　FAX  0551-45-7539
メールアドレス	 ishiutoro@cotton.ocn.ne.jp
U　R　L　  https://koikegumi.work 

株式会社 KARAT
代 表 者	　丹沢　昌二
業　　種	　貴金属装身具製造・加工	
住　　所	　甲府市国母 8-13-31
	 　TEL 055-225-2510 　FAX  055-225-2512
メールアドレス	 tanzawa@karat-j.com
U　R　L　  www.karat-j.com 

FieldStone HD 株式会社
代 表 者	　石原　満彦
業　　種	　持株会社	
住　　所	　中央市東花輪２１２８
	 　TEL 055-273-5902　　FAX 055-273-8371  

髙
野
会
長
が
聖
火
ラ
ン
ナ
ー
を
務
め
る

　

６
月
26
日
、
髙

野
会
長
が
オ
リ
ン

ピッ
ク
の
聖
火
ラ
ン

ナ
ー
と
し
て
甲
府

市
内
を
走
ら
れ
ま

し
た
。

○
源
泉
部
会
講
習
会

（
第
３
回
）　

９
月
16
日　

ア
ピ
オ
甲
府
タ
ワ
ー
館

　
　

初
級　
　

特
殊
な
給
与
・
現
物
給
与
の
取
扱
い

　
　
　
　
　
　

報
酬
・
料
金
等
の
源
泉
徴
収
事
務

　
　

上
級　
　

消
費
税
に
つ
い
て

（
第
４
回
）　

10
月
14
日　

ア
ピ
オ
甲
府
タ
ワ
ー
館

　
　

初
級　
　

退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
事
務

　
　

上
級　
　

退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
事
務

（
第
５
回
）　

11
月
15
日　

ア
ピ
オ
甲
府
タ
ワ
ー
館

　
　

初
級
・
上
級
共
通　

　
　
　
　
　
　

年
末
調
整
事
務（
各
種
用
紙
配
付
）

○
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
関
す
る
研
修
会

　

９
月
14
日　

甲
府
法
人
会
館
か
ら
オ
ン
ラ
イ
ン
配
信

　
　
【
内
容
】イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
で
変
わ
る
こ
と

　
　
　
　
　

定
員　

会
場
参
加
20
名

　
　
　
　
　
　
　
　

オ
ン
ラ
イ
ン
参
加
50
名



お 見 積 は カ ン タ ン
まずは「売上高」と「業種」をご申告ください。
全お取引先を包括して補償対象とする「無記名包括プラン」で保険料を計算し、ご案内します。
無記名包括プランは保険期間中のお取引先の追加・削除の変更手続きが不要です。
補償対象のお取引先の選定条件によって保険料を抑えることができます。
専用の見積依頼書にお取引先と債権残高等をご記載ください。「記名プラン」にて補償対象を絞ることで保険料を抑えることができます。

無記名包括
プラン

記名プラン

お問合せ先

B20-102401　使用期限：2022年7月31日

卸 売 業 製 造 業

認定損害額 認定損害額

お取引先が民事再生手続開始の申立てを行い、債務者に
対する被保険者の売掛金債権が回収不能となった。

1,000万円668万円

お取引先が資金繰りの悪化で不渡り手形を出した。法的整
理手続きの通知があり、決済予定の手形が不渡りとなった。

三井住友海上火災保険株式会社

※過去に記名プランで起きた事故例です

民事再生 不渡り

Case❶ Case❷

皆様の攻めの経営を
サポートします！

貸倒保証制度が

「法人会貸倒保証制度」にお任せください
お取引先の法的整理事由または履行遅滞の発生により、売上債権が回収できない場合に

御社が被る損害の一定部分を保険金でカバーします。

与信管理を貸倒保証制度へアウトソーシングすることで、　　　　　経営者の皆様は与信管理の心配から解放されます！

法人会会員の皆さまへ

〒400-0858 山梨県甲府市相生2-3-16
TEL：055-228-4331　FAX：055-228-4385

〈引受保険会社〉

三井住友海上火災保険株式会社
山梨支店　甲府支社 担当：吉川




